
、

㎝
4
の

」

一

　　　　　　∫．一≧、が

． 3垂．鹸鱒
　　　　　■r

　　　　．　　臥

、

伊 　　　　　　　　　　 」

馳

　
1

調．【

晒

繁
　
　
　
一

・

蝋

、　　一
　　、．

鼠　 h4

桑雪．・

　」’．”

耀

．．一き

禦
臥齢一

備
戯

　
「

”

　
’
舳

三　
’

終

ルト
　
、
　
、
切

　
　
「

　

　
P
　
ρ

　

「
ド

，

　　　　　　　聾

．

「

．
ぐ

　

　　　　　ヰ
震．，P’

　；一．．1．

牽
’

2

．t

曜

㌧

▽甲
艦
軒
ン

”　．．．　　ず

か
．
．
」

rρ　

い

｝

婿
触“

　
翻

－

▽
「
・
「
．

　

‘

　

（

聯輔
＜

ρ，

㌔

【虚
皇

！
⇔

C

’
．
．
．
．
°

，

」

　
爆㍉

．

－

乳
一

＾
「

騨
・

窒

q

　
勇
　
　
　
　

胤

　

　

一

匿
・

岡

　

　

嘔
F
．

＝
．
＝
・

惰，

甲

津

　
　
囚
．

亜
，
樫

←

’
　

’

騨

」

，

　
「

写

竿

㍗一
㍉’罵

》

　

　

r

　

鱒

O

7

三
．
噛
ρ
φ

’

幽
（

es．．．

　．」L
－91・

＋＋一：Ir－．＝li

A・．：

　Ψ

鰹

舜4、

燗

⑭バ

警
戯

　ノ．
　も　　　　　　　イ

．． 　　　　．b

　　’．i．．．．’　　．．．，・P

　「「　．　　・　．

．、．：．［．1

　　7．玩呪　　 1

　　　　．『を　，

　ヤ、働　　 e
　　　．．　　・
　　　　　t　　　『鱈．．

　曜べ
醜．・・

，

饗

㍊
騨

　
　
　
　
　
オ

　
　
、

・璽

　　　　　　t嶋、

　　　　　曵

　　　乙　　．，
　　　ゆ　　　窺、
戸

　　，　魂㌦　　tt’

　　　　ご轟．．
　　　　　　；’

尋辱
．
．

ご許
㌦

、．．

　

　

　

　

　

r
一

ド　
亀
4
　
．
擢
．

亀

・

κ
“
＾
．
門
．
「

隔

ゼ

．
∂

　
f

♂

、

、

ズ
鼠

　　　　　f　〆
　　、．．　St．吋
’

㌦ぜ“　．’．’ヲ

　’　　　　　　．雨．．

　　　　　．h．．啄し．

　　　　　イr」

ミ馬．．

t

づ神

9．．・＿

　　　　　　　　　　　9
塾

　，：転．
　　　　　　　　　　　　　　　ぎり　　　　　　　　　　　・▼、”「　Nx
　　　　　　　　　　　　　　　，．寓．、
　　　　　　　　　　　　　　　　．A　　　　　　　　　　　　　　　　孤，．
　　　　　　　　　　　　　．．〆　　　　　．
　　　　　　　　　　　　唱　　　　　　．　　　　　司．．．．

・ 急．、ド．㌦寅ゴ
　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　ぢ

一，　毒諺．．，・．ノ・〆

　　　　　　　　　　．：’”・．i・．㌦・．．．…、

　　　　　　　　　ぺ．．・，：．．’

　　　　　　　　　　　　　　　．．．〆づ

　　　　　　　　　　　　　　　　≒謝．「．．．

ら
層

　

弐
．

、．

滋

穐

H．
　「．導．・．

3t（一一

）．1老

K
．｝

同．『｛

　　’M．4．

　

冨
　

翫

　
　W

高輪

鴇

、1

　　　　ゴ　プ　’・．．’．．．．！

ハ
炉．

　　ん㌧’
　　　　　、　　　鹸二．：：・

　　　　　　．　　　　｝1・

　　　　娯

　
　奮 ．競．’

　L
　兀「噛

㍗

「碍．一．，，、

tS’3

t　　、

　　・：ヤ

冒　　　　　一

　　　　A　或

　　　X・．・．

　　　．t

　Nc xr

疑
．

LT，．．． 1・．、、　幽

　．「－7　tS：．

糧．．
N

　ぐr「ド　・

E」．」．．．

1、・一・ ，．　　　　　　貞．「

　　　鐸・・“　♪　　　／

，　　　覧．．

、 ＼1
　　．．’・｛eldsry．熟’

Ψ＼．
一

、

L

気N

／L

な．

　も　、．．

｝’
、

　　・二『繰

匹　　　、L

　　へ・
汽

ミ11『

残　≠・．e

　　ミ

　　a・；：∫．

　　「！

　　　「、

殖
，
．
f

闇噸㌘岨

驚

劃

門毒
’
∫
°
欝

　
　
．
．
、

㍉
、

　
　
様

　
　
　
　
＼

　

　

＼
．
．

隣
、
，
ヤ
へ
．
、 塁．顯麟

　　　　　　　搬．

．緩
］
．

＼

　　　b1

　…鱗

　　　ド｝

騰劇
・LTii：騰鵜：蹴養｝

韓………1　…　

　　　　．1・；’1・』｝。，．搾i

囎！i！iili．

鵬る1・li凱lli；：

り
亭

犀
｝

　
　
濠
引
1
7

鱈
　

儲

！臨

蝋1，・；｛；1・；hl・

，灘、、斑，、1・、

ii｝i灘　

　　　　懸

懸1　

i
l
’
］
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　これは大手企業等の課長・係長級が集う自主研究会rTMC」〔江口光市代表幹事（トヨタ自

動車勤務）：会員数250名〕が本年6月12日に提言した新都市rジパングメセリア』構想の全景

イメージパース。（ジパングメセリア：ジャパン，メッセージ，エリアを組み合わせた造語）

　rTMC」は90年4月に爾中部産政研：産政塾OBらが中心となって発足させた異業種交流

自主研究会。現在，トヨタグループ各社，中部電力，東邦ガス，名鉄，JRなどの中部を代表

する企業の中堅社員の他，三和銀行，安田火災，日本郵船などの各社支店メンバー，さらには

官公庁職員，教師，弁護士，デザイナーなどの多才な人材を集め，テーマ別月例研究会，市民

公開フォーラム，各種提言等，精力的な活動を展開している。

　とりわけこの新都市rジパングメセリア』構想は愛知県などが2005年に誘致しようとしてい

る21世紀万博のあり方や跡地活用について他機関に先がけて，市民レベルで提言立案され「市

民1000名フォーラム」という形で発表されたものとしてマスコミを含め，大きな社会的反響を

呼んだ。先行き不透明な時代を背景に生まれた自発的ネットワーク組織rTMC」。今後さらな

る市民的・社会的役割を期待したい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　資料等お問い合わせ：052－451－1414　TMC事務局
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国民的合意で

所得税減税を

（財）中部産業・労働政策研究会

理事長梅村志郎

　今回の長期不況が構造不況であることは，

多くの識者が指摘しているところである。し

たがって，今回の不況脱出には，社会の仕組

みを含めた構造転換が必要とされている。し

かもその内容は，日本が敗戦後におこなった

ような転換に匹敵するものだと言われている。

それだけに，日本の企業は，抜本的なリスト

ラを避けて通れない状況に追いこまれている。

そのために，日本の企業は，高付加価値産業

に向けての新しい産業政策と企業努力が求め

られている。労働組合にも，労働付加価値を

高める新たな活動が求められている。右肩上

りの成長が望めないという状況の中での対応

は，日本としても未知への対応といえる。そ

れは，言う程簡単なことではない。しかし，

避けては通れない道であることは確かであろ

う。

　それにしても，当面の雇用問題が気になる。

日経ビジネス9／6号は，特集「厳戒日本経

済」　勢力強める大型デフレ　と題して，

「日本経済は需要後退がさらなる需要後退を

生むラセン階段を駆け下り始めた。急激な円

高がそれに輪をかけている。60年ぶりのデブ

2

レを侮ってはならない」と警告している。そ

して，製造業は暴風圏にあり，トヨタでさえ

もうからなくなった自動車の不振は，工作機

械や金型など基礎産業をなぎ倒しかねない。

製造業の経営効率悪化は，企業内の潜在失業

者が一挙に顕在化される恐れがあるとしてい

る。

　トヨタ自動車が倒産の危機に直面したのは

1949年（昭和24年）。ドッジライン（インフレ

抑制のための超緊縮財政政策）施風によって

需要の急減がおき，人員整理の暗雲が日本中

を覆った時代である。トラック・乗用車は

さっぱり売れなくなり，1949年の後半期の決

算は税引前の損益が赤字となった。賃金の遅

配や欠配は恒常化し，50年には銀行から金融

支援を受ける条件として，全従業員の25％に

当る1，600人を解雇せざるを得なかった。

　現状はどうか。急激な円高が進行する中で

トヨタ自動車が発表した93年6月期の決算

は，3期連続の減益，’93年後半も為替レー

トが現水準で推移した場合，’93年12月中間

期は営業赤字に転落する可能性も強まってい

る。ドッジライン当時とは違って，トヨタに



は金融資産が生み出す利息・配当収入によっ

て当面経常赤字の心配はないが，本業で利益

が出せない現状は深刻な状況にあるといえる。

それに日本の自動車産業は，日本経済の大黒

柱である。日本経済を支えるその影響の広さ

と深さは，過去の経験では測れないものがあ

る。ドッジラインによる危機を救った朝鮮動

乱による特需や，第2次石油ショック後の対

米輸出のような“神風”は今回の不況で期待

すべくもない。

　日興リサーチセンターの推測では，製造業

における余剰といわれる従業員が97万人いる

という。この人数を失業者としてカウントす

ることには問題があるが，仮にこれを加えて

みると完全失業率は4％まで高まる計算にな

る。これは，戦後の復興期などを除けば，未

体験の領域に突入することになる。景気が回

復していけば，こうした過剰雇用は減少して

いくことになるが，景気回復のめどはたたな

くなっている。このままでは深刻な雇用問題

に発展し，そのツケを国民みんなが負担する

ことになる。したがって，当面の対応として

の景気対策が必要である。しかしもはや小出

しの対策では，とても実効が期待できない段

階を迎えている。当面の景気対策の切札とし

て，大型所得税減税しかないであろう。それ

も早く断行することである。税制全体のあり

方を見直す政府税制調査会の審議も本格的に

始まった。減税財源をまかなうために，これ

までタブー視されてきた消費税増税も議論の

的になってきている。所得税減税と消費税増

税を「同時決定」したうえで，減税を先行実

施する方向にむけての議論が焦点になると思

われる。増税が消費税だけという短絡した考

え方には賛成できないが，個人消費を刺激す

るための減税を先行させることで，同時決定

はやむを得ない。消費者は雇用不安を身近に

感じ，所得の減少に直面している。このまま

では，一段と厳しい雇用環境と所得悪化を予

想する。これではGNPの約60％を示める消

費が活気づくわけがない。所得減税をして

も，貯蓄に回って景気浮揚に効果はないとい

う意見もある。しかし，現状の消費不振は，

所得そのものが減少しさらに減る恐れがある

から，現在の所得を大事に使おうということ

である。

　雇用と生活を守り国民生活の向上をはかる

のは，労働組合の重要な役割である。とりわ

け生活者・消費者重視の方針を掲げている今

口の労働運動において，労働組合のはたすべ

き役割は大きいといえる。労働組合に所得税

減税の掛声はあるが，その実現に向けての行

動に迫力が見られないのが気になる。問題が

財源にあるからであろう。

　労働界だけでなく政界・経済界などで「大

型所得税減税を早期に実施せよ」という声が

強まっている。

　少なくとも短期の赤字国債を発行し，2～

3年後の消費税アップを同時決定するぐらい

の方針を，労働組合として打ち出してはどう

か。その為に，財源問題を含めて，政策決定

に欠かせない要素について組合員とその家族

を含めて，具体的な論議と行動をおこすこと

である。

　所得税減税は，国民的合意と関心の中で実

現するとこによって効果が期待できる。「今」

その先頭にたてるのは，労働組合をおいて他

にない。それが自らの雇用を守り，国民生活

を守る道であり，労働組合の社会的責任でも

あると思う。

3



発　言

付加価値の本質

国際日本文化研究センター

教授飯　田　経　夫

　「付加価値を高める」というのは，経済を

議論するときによく使う言葉である。しかし

それでは，いったいどのようにして「付加価

値を高める」のかということになると，必ず

しもはっきりしない。

　ひところ「経済のソフト化・サービス化」

がしきりにいわれた時期には，たとえぽビー

ル・メーカーは，商品それ自体の中味すなわ

ちビールそのものの味はともかく，それを

「面白容器」に入れて売り出すことに，異様

な努力を傾けた。ビールの容器は基本的には

瓶・缶・樽の三種類だが，そのおのおのを，

サイズを変えたりデザインを変えたりネーミ

ングを変えたりして，ピーク時には二百種類

になんなんとする容器が，市場に出まわって

いたといわれる。なかには注ぐときに「ホー

ホケキョ」とウグイスが」帝く（！）樽さえ現

われた。

　一部の学者・評論家は，いわぽ新しい「ソ

フト化・サービス化時代」の経営戦略の「お

手本」として，企業のそういうやり方をほめ

たたえた。彼らによれば，消費者のニーズは

まことに多種多様だから，それにキメこまか

く応えるためには，ビールの容器はいくら増

えても構わない（さらには，そのほうがい

い）というのである。すなわち容器の多様化

は，ビールの「付加価値を高める」ための方

法だったのである。しかしビールの容器戦争

は，皮肉なことに，学者・評論家がそれをほ

めたたえている最中に終わってしまった。い

ま考えて見ると，そのとき起こったのは，ご

く簡単なことである。

　つまり，いまや満腹状態の日本の消費者

は，なかなか余計にビールを飲んではくれな

い。そこでビール・メーカーは，小手先の工

夫で目先を変えれば，消費者も少しは余計に

飲んでくれるのではないかと考えて，面白容

器をつくってみた。しかし，その程度のこと

では消費者はだまされず，彼らは余計にビー

ルを飲んでくれなかったのである。

　消費者が満腹状態だというのは，何もビー

ルに限った話ではなく，いまではすべての商

品についてそうだろう。つまり，いまや日本

の消費者は，欲しいものはすでにほとんど手

4



に入れてしまい，新たに買いたいものがあま

りない。しばしばいわれる「豊かさ」とは，

まさにそういうことだろう。今回の不況が長

引いていることの背後には，明らかにそのこ

とがある。

　しかし，売る側の企業としては，それでは

困る。企業としては，少しでも余計に売るた

めに，さまざまな努力をせざるを得ない。問

題は，そういう企業努力のなかに，たんに小

手先だけの「無理1が，しばしぼ含まれるこ

とである。その意味で，たとえば自動車メー

カーにしてもエレクトロニクスメーカーにし

ても，ビールの容器戦争を笑う資格はないだ

ろう。

　自動車にしても，家庭電器製品にしても，

ひところは，ほんとうに消費者が望んでいる

かどうかもよくわからない新機能をやたらに

つけて「高級化」と称し，広告宣伝で「差別

化」してそれを大いに売り込んだ。その結

果，製品価格は高くなり，操作はむずかしく

なって，消費者は必ずしもそれを歓迎しな

かった。不況になってそのことが明らかにな

り，いまではそういう傾向に反省が加えられ

ている。

　しかし，それでは消費者は新製品を望んで

いないかといえば，もちろんそんなことはな

いだろう。ほんとうにすばらしい新製品なら

ば，彼らは必ず喜んでそれを買うにちがいな

い。既成の商品に「満腹」して飽き飽きして

いるだけに，ますますそうではないだろうか。

しかし問題は，消費者がほんとうに望んでい

る新製品が，いったい何なのかということで

ある。それが簡単にわかれば，誰も苦労はし

ない。

　しかし，考えてみれぽ，企業にそれがわか

らないはずはないともいえるかもしれない。

なぜなら，それを探り出すことが企業本来の

仕事であり，その仕事については企業はプロ

フェッショナルのはずだからである。しか

も，企業以外には世にそのプロフェッショナ

ルはいない。

　最近，私が不思議に思い，「これでいいの

か」と疑問を抱くのは，不況について企業の

泣き言が多すぎるのではないかということで

ある。たとえば所得税減税をせよと，財界団

体は猛烈な要求をしている。しかし，かりに

減税で消費者の手元が多少うるおっても，も

し市場に彼らがほんとうに欲しい商品がなけ

れば，減税されたカネは貯蓄にまわるだけ

で，景気回復にはまったく役立たないのでは

ないか。

　　　　　　　【（財）中部産政研　顧問】
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生活創造型の産業構造

　　　　　　への転換に向けて

　経済企画庁総合計画局

計画官　東　　　　　清

1．産業と技術をめぐる環境変化

　戦後の日本経済の急速な変化に伴い，国民

生活の面においても豊かさの向上が図られて

きており，例えば耐久消費財などモノに対す

る飽和感が議論されるほど生活の充足度が高

まってきている。こうした中で個人や企業を

はじめとする経済主体のニーズは，高度化・

多様化し，我が国の産業社会に対して大きな

インパクトをもたらすものと考えられる。現

行の経済五ケ年計画においても，地球社会と

共存する生活者重視の経済社会への変革の過

程で，産業の新たなフロンティアが開かれる

ことが期待されている。

　国民一人当たりの家計所得の上昇にみられ

るように，欧米へのキャッチアップを国民的

目標としていた高度成長時代と比べれぽ，現

在では，所得水準という点で豊かな国となっ

ていることになる。しかし，生活の様々な面

で依然として，豊かさの実感がないことも事

実である。住宅コスト，内外価格差などにみ

られるような生活コストの高さ，急速な進展
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　をみせている高齢化の下での老後への不安，

さらには，交通インフラ，下水道，公園等生

活環境面での整備の立ち遅れなど豊かさが真

に実感できる社会の実現に向けた課題はLli積

している。

　また，ゆとりという観点からみれば，労働

時間の短縮は勤労者とその家庭にゆとりをも

たらしていくうえで，重要な政策課題の一つ

となっている。年間総労働時間1800時間の達

成を目標に，所定外労働の削減や週休二日制

の普及など自由時間拡大に向けた社会的潮流

がみられる。こうした中で自由時間の拡大を

如何に可能とし，有効に活用するかが重要と

なろう。世代の交代などの人口動態の変化も

国民全体のニーズの方向性を捉えていくうえ

で大きな要素となる。生産年齢人口比率は平

成四年をピークに低下し，労働人口比率は，

平成十二年以降には低下していくと見込まれ

ている。また，少子化，核家族化などの影響

により平均世帯人員の減少にみられるような

家族規模の縮小が続いている。



　こうした所得，人口等の環境の大きな変化

に伴い，個人の消費内容や需要される財・

サービスの性質も多様化が進展している。食

料費や住居費などの必需的支出に比べ，交際

費や教養娯楽サービス・教育費などの選択的

支出の伸びが増加していることの背景には，

裁量的な所得と自由時間の増加があるものと

考えられ，さらに自分や家族自身に対する投

資が重視される傾向もみられる。このような

選択的消費の高まりとマイクロエレクトロニ

クス技術をはじめとする供給側の技術革新と

の相乗効果により，消費される商品・サービ

スは増々豊富かつ多様化してきている。冷蔵

庫，洗濯機，カラーTVなどの家電製品はほ

ぼ全世帯に普及しており，乗用車，VTR等

の娯楽用耐久消費財も，更新需要が中心と

なっている段階のものが多い。さらに，新し

い生活機能や生活空間を創り出す新製品（C

Dプレーヤー，ファクシミリ，音声多重式T

V等）が急速に普及しつつある。今後も新技

術の実川化と価格の低廉化そして消費者ニー

ズの多様化に伴って，製品・サービスの多様

化・高度化は趨勢として維持されていくもの

と思われるが，その反而，多様化した商品

マーケットの細分化が進み，新商品市場の規

模が，かつてのようなマス・マーケットを形

成することは益々困難となってくることが予

想される。また，製品・サービスはそれ自体

効用を得るための活動の手段であり，これを

用いることにより何をどのように実現するか

という「知恵」を提供するソフトが重要と

なってくる。それは，持ち運びや利用が簡

単，価格が安いといった面に加え，自己体験

ができることや，ファヅション性があり感性

に訴えるデザインも求められていることに表
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われていると考えられる。

　近年のいわゆる「平成景気」の間は，個人

消費，特に高級品や大型商品が活況を呈した。

一方で，バブルの崩壊により消費態度は変化

してきた。景気拡大期には加熱的な消費ブー

ムが発生し，「高額品＝高級品」といった時

代風潮がみられたが，結果として画一的な消

費をもたらしたと考えられる。勿論，そうし

た消費行動の底流にあったのも個性的な生活

への指向であろうが，消費者が本当に必要な

ものを，自分の価値基準で選別する努力を

怠ったからともみられる。バブルの崩壊は，

賃金や雇用面での悪化と資産価格の下落を通

じて，心理的な消費マインドを萎縮させてい

る。これはバブル的消費を冷静に見直し，消

費者の節約意識が働いた結果ともみられる。

つまり消費者の自立による能力の向上が求め

られ，計画的で合理的な生活スタイルの実現

へ向けて，個人が本当の意味で個性化，多様

化，本物指向の消費行動をとろうとしていく

過程と思われる。個人が自分自身の生活を重

んじることが可能になるような社会とは，そ

れぞれが自分に合った生活を指向できる社会

であり，生活スタイルの弾力的な選択を可能

とするような社会である。経済五ケ年計画の

目指す生活者重視の経済社会は，このような

選択の幅が用意された社会と言えよう。さら

に，資源，環境問題，南北問題といった地球

規模の問題も個人の生活レベルに大きく関わ

るものとして認識され始めている。環境問題

に配慮した製品を選別して利用しようとする

人やボラソティア活動等に積極的に参加する

など，自分自身の生活スタイルを意識的に変



えようとしている人も増えている。こうした

個人の生活ニーズの変化に対し，企業ニーズ

はどのように把えられるだろうか。メーカー

に開発が期待されているものは，時短面では

省力化機器や無人機械，高齢者就業のために

は，機械設備の操作簡易化，安全化と通勤環

境の整備としての交通機関，人材派遣業やシ

ルバーセンター等，女性の就業環境面では，

育児，保育サービスなどがあげられよう。さ

らに機械器具に付帯した過剰機能や付加価値

競争の見直し，流通の簡素化とコスト削減，

コスト引下げのための技術向上，安定供給の

ための仕組みづくり等の必要性も高まってい

ると思われる。また，社会的課題に対する企

業意識の高まりの中で，処理，再生設備，新

技術や新素材の開発，リサイクルシステムの

確立，中古品市場の育成等資源，環境を配慮

したニーズが中心となろう。

2．生活創造型産業構造への転換に向けて

　これまで述べてきたように，生活者のニー

ズは大きく変化していくとみられており，こ

れに対応して，新たなライフスタイルの創造

を支援していくことにより，市場の成熟化を

ブレークスルーしていく産業の展開が求めら

れる。このためには，各産業が生活者の真の

ニーズを見出し，低コストで効率的に製品・

サービスを供給することが必要であり，生活

水準の底上げを図るうえで，競争条件の整備

等を通じて市場のもつ機能を一層活用し，従

来からの生産重視から消費者重視へと転換し

ていくことが求められる。これによって，市

場のニーズに柔軟に対応した，いわば生活創

造型産業構造への転換が図られていくものと
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考えられる。この観点に立てば，生活者の真

のニーズに合った製品とサービスを創造し市

場に供給していく産業が，今後の産業のフロ

ンティアとなっていこう。その際，いかにし

て生活者の真のニーズを製品・サービスに体

化し，供給と生活者ニーズとの問の乖離を少

なくしていくかが重要となろう。従って，生

産者と生活者の媒介役を果たす広い意味での

情報とニーズを具現化し得る技術の存在が重

要となる。特に情報については，生活者が発

信するニーズとしての情報のみならず，生産

者が作り出しライフスタイル変革の要素とし

て，生活者に提供する知識，ノウハウを含め

て，双方向からもたらされることが重要とな

ろう。

　産業のフロンティアには①生活者が知識，

ノウハウを得るためのソフト分野，②生活者

が知識，ノウハウを得るためのハード分野，

③生活者の身体的，精神的充実を図る分野，

④生活者の行動，コミュニケーションを広げ

る分野，⑤新たなライフスタイルを支える生

活環境，社会的環境をつくる分野，が例とし

て考えられ，これらの多様な展開を通じて，

生活創造型産業構造への転換が促進されるこ

ととなろう。

　生活創造型産業構造への円滑な転換を図る

ためには，第一にニーズの多様化に対応した

情報化や環境への調和を通じた供給と生活者

ニーズとの乖離の縮小，第二に産業の新たな

展開を支援する規制緩和，サービス業を中心

とする労働代替投資，専門化，分業化を通じ

たモノとサービスの組合せの進展や生産の効

率化，第三に労働，資本の流動性の確保を通



じた産業構造転換のための環境整備を図って

いくことが課題である。

　さらに，産業構造の円滑な転換には，国際

化の進展，就業構造の変化，社会資本の着実

な整備，土地の有効利用，社会の制度・枠組

みの柔軟な変化とともに，産業活力の維持，

とりわけ技術力の一層の向上が不可欠である。

技術の進歩は新たな技術開発シーズを生み出

し，社会構造の変化によって発生するニーズ

と相侯って新市場を成長させる。特に急速な

進展をみせている技術開発シーズ（高度情報

化技術，高性能メカトロニクス，新素材，バ

イオテクノロジー，光技術，エネルギー技

術）は，それ自体が新たな産業分野を形成す

るのみならず，広範囲な産業分野における生

産性の向上を誘導し，生活創造型産業構造へ

の転換を支援していくものと考えられる。

〔筆者紹介〕…東
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科学技術と付加価値

科学技術庁科学技術振興局

局長新　　　欣　樹

1．文明の進歩と科学技術の発展

　今日の私達の生活の基礎，さらに生活の豊

かさを構成しているものの中に数多く科学技

術の発展の成果を見ることができます。電気

・通信工業製品，そしてこの紙面を構成して

いる印刷術も科学技術の産物であり，その他

例示すれば枚挙の暇がありません。

　科学技術の発展と一言でいっても，もとも

とは技術は生活の知恵，人々の工夫などから

発展してきたのに対し，科学は他の学問と同

じく真理の探求，知識への欲求と言った知的

な贅沢として発展してきました。一例を挙げ

れば，多くの農耕機械は科学的な原理，原則を

追求した結果作られたというよりは，日常生

活の便宜の追求から試行錯誤的に考案されま

した。一方，物理学はそもそも世界の成り立

ちとそれをつかさどる法則を見いだそうと言

う哲学的な源から発しており，純粋に知的な

動機に基づいて発展してきたといえましょう。

　このような源の異なる科学と技術ですが，

今日では殆ど全ての技術が精緻な科学的検証

を経て確立されていることは疑いがありませ

ん。科学と技術の融合関係が強まった一つの

歴史的な動機は産業革命ではなかったでしょ

うか。ジェームズ・ワットが考案した蒸気機

関に代表される熱エネルギー機関の発達は熱
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力学の発展と深く関連しながら進んできたわ

けです。

　産業革命以降，19世紀から今世紀にいたる

科学技術の進展は目まぐるしいものがあり，

多くの有用なものを人間生活にもたらしてき

ましたが，その縮図とも言える経過を明治維

新以降の日本にみることができます。

2、日本の科学技術の進展

　封建社会が終焉を迎えた19世紀半ばの日本

は，産業革命を経て近代化が進む世界にさら

されることとなりました。日本としては近代

国家を目指し，欧米先進国に追いつくことが

課題となり，「富国強兵」政策が採用されま

したが，その中心の一つは工業化であり，そ

のために積極的に欧米からの技術の導入が図

られました。

　当時の日本の技術導入の特徴は，単に機械

や設備一式を購入して動かすだけではなく，

技術を含めた科学技術一般の人材育成に力を

注いだことであるといえます。初期はいわゆ

るお雇い外国人，後には留学から帰った邦人

が指導者となり，導入技術を十分に理解し，

工夫を加えて改良することができる高度な技

術者を育成してきました。さらに，西洋科学

に学び，導入技術に触れながらも，「試行錯

誤」的ではなく，十分な科学的な知識を持っ



て国産の技術の開発や新しい科学の研究を行

える科学者をも生んできました。

　日本と同時期に工業化を目指した国もいく

つかありますが，日本が際だって発展した背

景には文化的な問題，地理的な問題等色々な

分析があるとしても，江戸時代から教育が広

く普及しており，また人材の育成に力点がお

かれたため，その後の展開を継続的かつ発展

的に進める人的基盤が出来上がっていたこと

が大きな要因と思われます。こうして，

ニュートンが数学や力学を体系化した科学革

命の時期からは200年，欧米の産業革命から

は100年の遅れがあったにもかかわらず，開

国から50年後の1918年には貿易黒字を生むに

至ったのです。

　1915年に政府，学界，産業界の賛同を得て

理化学研究所が設立されました。理化学研究

所は日本の優れた研究者を多く集め，その研

究範囲は長岡半太郎博士や若き日の湯川，朝

永両博士に代表される理論物理学のような基

礎科学から，KS鋼の本多光太郎博士，味の

素を生みだした鈴木梅太郎博士らの応用研究

まで幅が広かったのです。1945年までに理化

学研究所で生まれた論文は3，000余編，内外

特許は100件に及んでおり，自らの特許をも

とに系列企業で商品化し，その収益で研究所

の研究費を賄い，そこでさらに科学的に進め

られた研究の成果が新しい特許につながると

言った良循環が働いたのです。ある意味では

明治時代の工業化政策の一つの集大成であ

り，科学技術が継続的かつ拡大的に付加価値

をもたらす典型的な例ともいえましょう。し

かし残念ながら系列化した企業との複合体が

戦後の財閥解体の対象となり解散されてしま

いましたが，1958年に政府の特殊法人として

再出発し，今日ではまた日本の基礎科学のセ

ンター・オブ・エクセレンス（COE）とし

て活躍していることはご承知の通りです。

3t戦後の日本の科学技術
　　一重厚長大から高付加価値へ

　敗戦と共に連合軍の占領化に入った日本で

は，軍事的な研究は即座に禁止され，理化学

研究所にあったサイクロトロンは破壊される

などのことが起きましたが，平和目的の科学

技術の発展は着実に進められました。その後

の冷戦構造の開始の中で軍事大国の道を歩ま

ず，経済成長にそのエネルギーを特化し得た

ことで，日本はまず東洋の，そして1970年代

には世界有数の重化学工業国にへと発展を遂

げました。

　このような急速な成長は日本と西ドイツに

見られましたが，いずれも戦前から科学技術

の発展と人材育成には力を入れ，戦後も冷戦

化での西側諸国の援助等も受けつつ，科学技

術の基盤を大事に育てたのです。日本では

1960年代になると理工系の大学の定員を飛躍

的に伸ばし，科学技術を支える科学技術者の

供給を確保してきました。科学技術庁もこう

した中，1956年に政府として科学技術の発展

を強力に推進するために設立されています。

　1970年代後半になると産業構造の変化が始

まり，重化学工業をはじめとする第2次産業

に比べサービス業などの第3次産業が急速に

成長を始めますが，この時期に製造業自身で

も設計，デザイン等のソフトウエア部門の

シェアが急増しました。

　ここには科学技術の進展がより知識集約的

な，言いかえるならば高付加価値を生む産業

や領域への転換を導いたことが示されていま

す。鉄鋼よりもタンカーが，タンカーよりも

コンピューターがより高度化された科学技術

の産物であり，また同じ重量や容積で比較す

るならばより高い付加価値を持っているわけ

です。さらに，ハードウエアに比べ，ソフト

ウエアは数学，論理学と言った基礎科学が応

用された知的集約度が高い高付加価値的な産

品であるといえます。

　日本における科学技術の進展は明治以来

125年を経て世界においてもトップレベルの

高い付加価値を生み出すに至っているともい

えるでしょう。
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4．日本の科学技術の方向性

　現在の日本における科学技術の研究開発投

資の比率を見ると8割が民間からのものと

なっていますが，このことは，科学技術の発

達が多くの可能性を秘めており，将来得られ

るであろう成果への期待がいかに大きなもの

かを示しているともいえます。

　一方，研究開発投資の2割を担う政府とし

て，今後そのウェイトを増大させていく必要

がありますが，その際どのような方向に科学

技術を展開していくかをまとめたものとし

て，科学技術政策大網があります。この大網

は政府の科学技術に関する最高の諮問機関で

ある科学技術会議の審議をベースに，内閣と

して決定したものです。

　政策大網には次に挙げる3つの基本方針が

掲げられています。即ち，

①　地球と調和した人類の共存

②知的ストヅクの拡大
③　安心して暮らせる潤いのある社会の構築

の3点であり，このもとで，科学技術と人間

・社会との調和の確保，研究開発投資の拡

充，人材の育成及び確保などの重要施策を政

府が重点的に行うべきものとして示していま

す。具体的な分野としては，将来の発展の可

能性を生み出す基礎科学を充実強化するとと

もに，物質・材料科学技術，ライフサイエン

ス，宇宙，地球科学技術等の重要分野の研究

開発の推進を唱っているところです。

　21世紀に向かっての科学技術の方向性を示

す政策大網ですが，ここにも，より豊かな人

間生活や知的な財産の創出など高い付加価値

の追求に主眼がおかれています。

　それでは次に将来の科学技術の可能性につ

いて垣間みてみましょう。

5．科学技術の将来
　　一科学技術未来予測の例

　今後将来に向けて科学技術はどのような進

歩を遂げるのでしょうか。誰しも高い関心を

持つこの疑問に応えようとするのが科学技術

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　12

未来予測です。

　口本における科学技術未来予測の元祖とも

言えるのは1901年に報知新聞に掲載された記

事です。そこには，20世紀末に実現するもの

として，遠距離のカラーの映像電送，東京

神戸間2時間半の高速鉄道，廉価の自動車の

普及，エアコンの普及など今日の私達の回り

にあるものを的確に予想してます。

　科学技術庁では，長期的視点に立って口本

の技術発展の方向を探るため，1971年以来約

5年毎に技術予測調査を実施してきました。

この調査ではいくつかの選ばれた技術課題に

ついて科学技術に関する有識者にアンケート

調査を行い，それに基づき課題実現時期を予

測するというデルファイ法の手法を採用して

います。

　1971年に行った技術予測をみてみると，

644課題のうち，1991年以前に実現すると予

測されたものなど現時点で評価可能な課題

530については実現の度合いを評価すると64

％となっています。これを分野別の実現率で

みると，情報，医療・保健，食料・農業と

言った分野では70％を越えるのに対し，社会

開発，工業・資源といった分野では50％前後

に留まっています。これは，この20年間に情

報科学，新材料，ライフ・サイエンスといっ

た分野が急速に進展したのに対し，環境技術

や交通技術，海洋開発，資源・エネルギー技

術といった分野では予想を」二回る困難さや社

会的な現象等のため，当初期待したほど劇的

には進歩しなかったこととよく対応していま

す。実現している課題の例としては，大容量

・ 安価で高速度アクセス可能なデータ・ファ

イル，体外授精，人工衛星による資源探査な

どがあり，実現できなかった課題の例として

は，都市廃棄物の完全処理技術，地価の適性

評価システムによる地価の抑制，大陸棚地質

図等があります。

　1992年の第5回調査においては，今後30年

間に実現が期待される重要度の高い課題とし

ては【別表】のようなものが挙げられていま

す。環境問題，がんや難病，コンピューター



や電子材料といった分野でこれまで困難であ

るとされていた課題について実現の期待が高

いといえます。

　以上，科学技術の発展とそれが多くの付加

価値を生んできたこと，これからの科学技術

の方向性について未来予測に触れながら簡単

に述べてまいりました。これまでの歴史にあ

る通り，今後も科学技術が順調に発展するな

らば，私達に豊かな未来をもたらしてくれる

こととなると固く信じているところでありま

す。

【別表】　今後30年間に実現が期待さ れる重要度の高い課題

課　　　　　　　　　　　　　題

重
崖
玉
冤

　　　実　現　予　測　時　期　　（年）

1995　　20QO　　2005　　2010　　2015　　2020▼　　　　▼　　　　▼　　　　▼　　　　▼　　　　▼

　　　　　　　　　現在大気汚染の原因とされている
汚染物質（NO。等〉を除去する技術が実用化される。 94

　　　　　　　　　演算速度10TFしopsを超えるコン凹ヒュータが実用化される口

93

　　　　　　　　　　ほとんどすべての種類のがんについてがん化の機構が解明される。

93

　　　　　　　　　　　　　がんの転移を防ぐ有一効な
手段が実胴イヒされる，、 92

（，　　　　　　　：酸化巽素の吸収、入L光合成、廃棄物の無空化技術、砂漠化防止技術等の技術開発が進み、全匿界的に地球環境保全対策が瞥及する。

91

　　　　　　　　　　　　　　　　　阻0ナノメータの最
小寸法を持つパターンが自由に加rできる技術が実
用化されるu　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

90

　　　　　　　　　　　　　　　　　1チノブ当たり　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一ギガビットメモリ級以⊥一の超LSIが実用化される。

90

　　　　　　　　　　被害の発生が予想されるマグニ
チュード7以ヒの地震の発生の有無を数日程度以前 88
に予測できる技術が開発される。

　　　　　　　　　　　都南ゴミから有価物を回収するための経済的な分別、分離性が実用化される。

88

　　　　　　　人⊥衛星を利用した世界的航空管制シ
ステムが実用化される．、 87

　　　　　　　　　　　　　全部のがん拍」制遣伝ア・が
同定され、がん化との関係が解明される。 87

　　　　　　　　　　　　アルツハイマー一琶痴呆症等
の老人性痴呆が治癒型能となる。 87

（出典：科学技術庁、第5「］技術予測調査）
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寄　稿皿

付加価値創造への

　　　　経営政策と人事政策

名古屋市立大学　経済学部

教授西　田　耕　三

1．量から質への目標変革

　経営目標の変革ニーズ

　これまでの日本企業の経営目標は，米国企

業の利益率追求中心とくらべて，売上拡大追

求が中心だった。この目標形成には，一方で

株主がサイレントパートナーだったこと，他

方では社員にとって終身雇用と年功序列の維

持のためには，組織規模の拡大が必要だとい

うことが大きく影響していよう。

　けれどもこんにち，市場という経営環境が

国内では飽和化している。そこで販路を海外

市場に求めた結果が，円高と通商摩擦である。

要するにごんにち，内でも外でも，従来どお

りの売ヒの拡大を行いにくい環境になった。

そんなとき無理をすれば，なにか問題が起る。

　だがいったん形成された売上拡大志向の経

営体質をかんたんに変えることはできず，そ

の帰結が収益性悪化と円高トレソドである。

今回のバブル崩壊は第1図に示したメカニズ

第1図　売上拡大体質の帰結

総花主義

横並び志向

不得意分野

へも進出

収益性への

悪影響

売上拡大体質

　　×

国内市場飽和

過当競争

・ 矢印は因果関係

輸出への強

い圧力
→ 円高トレンド
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ムを，よりドラスチックかつ強力に作動さ

ぜ，雇用調整問題まで生み出した。けれども

収益性悪化や円高は，バブル崩壊前から進行

中の事態だった。かくして日本企業は，これ

らを解消しようとするなら，売上拡大主義に

代る新しい経営目標を求めざるをえない。

　これまではグロスの付加価値追求だった

　近年，r日本企業も米国企業と同様に，こ

れからは成長ではなくて利益目標を基本にす

えるべきだ」との論がしばしぼきかれる。

　不況になると利益率は悪化する。たしかに

こんなとき，売上拡大体質の日本企業でも，

一時的に関心を拡大成長から収益性へと移す。

だがこれは，基本目標の変革とは別のことで

ある。

　ところで日本企業は，利益回復のために真

先にレイオフを行なう米国企業とちがって，

人間を人件費というたんなるコストとはみて

こなかった。人員削減をやむをえない最後の

手段と考える日本企業は，これまで基本的

に，利益ではなくて付加価値（以下AVと略

称）を目標としてきたのだといえる。という

のは雇用を守るということは社員の給料を確

保することであり，そのためには源資として

一定のAVを創造する必要があるからである。

　この延長線上で，しかしこれからの経営口

標は，グロスのAVではなくて一人当りのA

Vの向一ヒであるべきだと思われる。というの

は一人当りのAVアップの追求によって，給

料アヅプが可能になるだけでなく，利益率も

よくなっていくからである。

［補足］

　一人当りAVアップがなぜ給料アップと生

産性アップをもたらすかについて

　まず一人当りAV（以下生産性とよぶ）の

アヅプが給料アヅプをもたらすには，AVの

労働への分配率が安定していることが必要で

あることはいうまでもなかろう。

　問題は生産性のアップがなぜ資本利益率の

アップをもたらすかである。生産性アップが

利益率アップをもたらすには，ここでもまず

は，やはり分配率の安定（生産性がアップし

たから分配率を引き上げるということが行な

われない）が必要である。たがこの前提をお

いただけでは，（生産性アヅプ→利益率アッ

プ）を十分に説明できない。

　まず

生産性＝AV／社員数

利益率＝AV（1－r）／資本（rは労働分

配率，資本は，利益を生み出すために使用す

るマネーの総額）

において，社員数とrは一定とする。すると

生産性の分子アップは利益率の分子アップを

もたらす。従って，生産性アップが利益率

アップに及ぼず影響についての残された問題

は，生産性アップと使用資本の関係になる。

　ところで一人の社員がAVの増加に貢献す

るしかたには，二つある。一つは新製品開発

や，より効果的な販売方法の案出と実行をつ

うじて，それらにともなうコストアップより

も大きな売上増をもたらすこと，もう一つは

コストダウンに貢献することである。前者は

相対的コストダウン，後者は絶対的コストダ

ウンといえる。

　損益の観点からみたこれらコストダウン

は，マネー収支の観点からは，使われる資本

（マネー）が相対的にか絶対的にか，減るこ

とを意味する。かくして生産性アップは資本

利益率のアップをもたらすことになる。
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皿．新経営政策の効果

　新しい経営目標下での経営政策

　AV生産性（以下AVPと略称）アップ目

標を追求するためには，どのような経営政策

が必要だろうか（ここでは経済政策は半恒久

的なもの，戦略は時限的なものと定義する）。

　これまでの売上拡大目標を追求していくた

めに有効な政策は，事業多角化とデパート主

義製品政策だった。これにたいしてAVP目

標の達成のための方向づけとしては，自社の

強みシーズを活かした事業展開と得意分野重

点主義製品政策が有効である。これら政策下

でのみ，ある程度の業界内住み分けと不利な

競争の回避が可能になる。そしてこれらに

よって，一方で価格維持が可能になり，他方

では得意分野で生産販売活動を行なうことに

よる大きなラーニング効果をつうじて，コス

トが抑えられる。したがって高い付加価値が

えられ（第2図参照）一定の社員数のもとで

はAVPはアヅプする。

　なお円高にたいしては，AVP目標下では

やみくもな輸出が抑制されるであろう。また

各企業がその海外現地法人からの輸入を増や

し，円高の損益への影響を中和化しようとす

ることが，結果として円を適正水準に戻すこ

とになる。

　長期視野からの経営努力と社員各人の努力

　以上に述べた経営目標の変革がもたらす効

果は魅力的であっても，ここまでもっていく

には，かなりの年月をかけた創造的努力を必

要とする。というのはドラスティヅクなやり

かたは雇用問題を生むからである。

　ところでAVPアップ目標は，社員にたい

して賃金アップの期待をいだかせる。だがそ

れを可能にするのは，社員各人のAV創造の

への努力である。一般に大企業になるほど，

社員は「会社に期待する」という姿勢になっ

ていく。もっともそれには，企業が社員を

扱ってきたこれまでのしかたにも原因がある。

第2図　AVPアップ目標の帰結

AVPアツフ
目標

強みシーズ重

視の事業展開

得意分野重点

の製品政策

住み分け

不利な競争

の回避

事業活動で

の大きな学

習効果

局いAV

低いコスト
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皿．社員の何がAVを創造させるのか

　ハードワークから知的創造へ

　前述した社員各人の努力の中味はなにか。

　生産性向上のために従来とられてきた方法

は，ハードワークをさらに強化するというも

のだった。たとえば営業では，各人にもっと

多くの見込客を訪問させる。

　だが，このようなアプローチによって得ら

れる成果は，費やされる努力と，それがもた

らす消耗に比してわずかなものであろう。そ

れよりは知恵を働らかせるほうが効果的であ

る。かくしてここでのキイワードは，「AV

創造のためのアイディア創造」である。

　では社員各人がこのようなアイディア創造

にとりくむようにするには，どうしたらよい

だろうか。

　人事管理が対象とすべき諸変数の析出

　すこし大上段にふりかぶって，そもそも人

事管理の目的はなんだろうか。それは社員

に，入社後，できれば定年までとどまっても

らって，その間に会社の目的に最大限に貢献

してもらうようにもっていくことである。で

はそのためには，なにをしたらよいのか。

　この問題への体系的な答をうるための基礎

として考えるべきことは，社員の会社への貢

献を規定する要要は何かということである。

それはまずつぎの式で表せる。

社員の現時点での貢献＝

　　　　　　機会×力向×能力×意欲…（1）

　方向とは，社員が貢献機会をもっているば

あい，何に向って努力したらよいかが明確に

なっていることを意味している。能力のみ

は，社員の現時点での貢献を考えるさいに

は，所与の「定数」であり，「操作」できない。

　ところで社員には，現時点だけでなく，将

来にわたっても貢献してもらう必要がある。

そのために重要なのは，能力である。これは

将来を視野に入れると，変数になる。

能力＝長期的方向×育成計画×機会×意欲…（2）

　「長期的方向」とは，社員各人が自分の能

力を自己育成していくさいの方向，つまり長

期的にどんな能力の習得に向って努力してい

くのかということである。この長期的方向が

決まれば，「育成計画」はCDPのかたちで

決まり，それによって「育成機会」もかなり

明確になる。この意味では（2）式は，長期的方

向と意欲（能力自己育成への）だけに単純化

してもよい。

　さて以上で人事管理が対象とすべき「人的

変数」をリストアップしたが，これらすべて

にたいしてとるべき施策を論じる紙幅はない。

そこで以下では重要な問題に限定して考えて

いきたい。

IV．　AV創造を促進する評価と処遇

　人事管理が社員行動に及ぼす影響

　社員が多額のAVを生み出しうるか否かを

大きく左右するのは，評価・処遇のありかた

と能力成長ルートのありかたの二つだと思わ

れる。

　まず評価と処遇について考えるべき重要問

題は，①何を評価するのか，②どのようにし

て評価するのか，③評価をどのように処遇に

結びつけるのかの三つである。つぎに能力成

長ルートについては，こんにちポスト不足が

一つのきっかけになって，これまでのマネ

ジャールートだけのモノルートから複線化す

ることが求められている。

17



第3図　評価・処遇と成長ルートが社員行動に及ぼす影響

現時点での

貢献を左右

趨で／する要因

の貢献
＼長軸な

能力成長を

左右する

要因 ／
意　欲

何を評価するか

評価をどのように

処遇に反映させるか

成長ルートをどのよ

うに複線化するか

各ルートの処遇を

どうするか

・ ［A→B］はAがBを規定する関係

　第3図は，これらが社員の行動の規定要因

（先に2つの式で示した）のうち，どれに影

響をおよぼすのかを示している。以下，図示

したことのうち，重要なポイントについて述

べる。

　何を評価するのかについての理想と現実

　人の評価において，人の何を評価すべきだ

ろうか（以下これを評価対象とよぶ）。

　結論から先にいえば，それは社員各人が創

造したAVの額である。この結論は，「社員

各人は当面の行動でも将来に向けての自己育

成においても，経営目標の達成に向けて方向

づけられ，動機づけられていなくてはならな

い」という命題からの論理的帰結である。こ

のように主張すると，読者の多くは，「それ

はたしかに理想だが，はたして社員各人が創

造したAV額は測定・把握が可能なのか？」

という疑問を呈されるであろう。しかしこの

点については，筆者は現在のところ，「トラ

イしてみなければわからないではないか」と

しか言いようがない。そして今までのとこ

ろ，某電気部品メーカーの事業部長，某石油

会社研究開発部門の人事責任者，そして某化

学繊維メーカーを中核とする企業グループ内

の企業数社の人事責任者が，「やってみよう」

という意思を表明している。この小論が刊行

される頃には，多少の具体的成果が出ている

かもしれない。

　ところで前述の「理想論」からこんにちの

企業の現実をみると，それは読者ご自身がお

気づきのように，理想からはかなりへだたっ

ている。たとえぽ「分析的評価jでの複数の

評価基準の各々は，付加価値と定量的には関

連づけられていない。「目標管理」における

「目標を100％達成したとすれば，それに

よってどの程度のAVが創造されるのか」は

明らかにされていない。

　そしてこのような現状が，以下のような好

ましくない事態をひき起している。

・社員の姿勢が「経営口標志向」ではなくて
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　　「上役志向」になっている。

・ 被評価者に評価結果を開示できない。

・ 被評価者の多くが，評価にたいして不満を

　もっている。

・まじめな評価者が評価のさいに悩んでいる。

・ 絶対評価が望ましいとしつつ，それができ

　ないでいる。

　これらはすべて，評価の基準が十分に客観

的でなく，したがって評価が納得性の弱いも

のになっていることによるところ大であろう。

そしてその原因は前述したことである。

V．AV創造を促進する能力成長
ルート設計

　ルート複線化の現状

　ルート複線化の観点から日本企業をタイプ

分けしてみると，まずはつぎのようになろう。

A．職能資格制度の導入をもって，複線化な

　れりと考えているかにみえる企業

B．職能資格制度の不完全性に気づいて，そ

　れへの対応を試みている企業

　Bでの職能資格制度の不完全性とは，「職

能資格は給料とステータスを与えるが，ポス

トとちがって役割は与えない」ということで

ある。この点で職能資格はポストの完全な代

替物ではない。

　このことに気づいている企業は，厳しい専

門職制度を導入している。ソニーや日本IB

Mがそれである。このばあい「厳しい」と

は，実質的にかなり深い専門能力をもった社

員のみを専門職として認定するということで

ある。このような専門性をもった社員は，そ

れを活かせる高度に専門的な業務に就くこと

ができる。この意味で厳しい専門職制度は，

ポストと同様，特定の役割を与える働きをする。

ところでBのタイプの企業での複線化とは，

①従来からのマネジャー・ルートに加えて，

②新たに専門職ルートを設けるということで

ある。はたしてこのような複線化は妥当であ

ろうか。

　管理職ルートと専門職ルートに分けること

は妥当か

　一般に，ある仕事能力が長期の成長ルート

を必要とするか否かを決めるのは，その仕事

群（たとえばマネジメントという仕事はその

一つ）の中のもっともハイレベルの仕事（前

例ではトップマネジメントという仕事）が深

い専門能力を必要とするか否かということで

ある。一年間でマスターできる仕事には，能

力成長ルートなど必要としない。

　以下では管理職ルートが一つの能力成長

ルートになりうるか否かを，上述の原理にて

らして検討していく。

一般にマネジメントという仕事を大きく「仕

事のマネジメント」と「人のマネジメント」

に分けたばあい，まず前者はこんにちでは，

①定常業務のマネジメント（計画と統制）と

②創造タスク（課題形成とその創造的解決）

という二つがある。後者は目標管理やテーマ

管理という呼称のもとでマネジャーに要求さ

れているものである。

　この二種の仕事を十分にやりとげるには，

組織階層の上に行くほど，高度の専門能力を

必要とするのかもしれない。しかしかりにそ

うであっても，これらの仕事に必要な専門能

力は，ライン管理職だけではなくて，マネジ

メント・スタッフにも求められるものである。

だからこの点では，「マネジメント業務ルー

ト」はかりに必要だとしても，専門職ルート

とは別の「管理職ルート」は必要だとはいえ
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ない。

　つぎに管理職のもう一つの仕事，つまり人

のマネジメント（指揮，動機づけ，および指

導育成）は，部下をもつ管理職に固有のもの

である。だがこの仕事について，1これらの

遂行にはたいした能力を必要としないのでは

ないか」と推測させる二つの現象がある。

　その一つは，60歳への定年延長にともなっ

て多くの企業が導入した「60歳になると管理

職ポストからはずす」という人事政策である。

もう一つは，「人材を管理職ポストとスタッ

フ職位との間で行き来させる」という人事政

策（八八年にはトヨタ自動車が，最近ではリ

クルートが導入）である。

　もし人のマネジメントのために高度の専門

能力が必要であるのならば，希少な能力を十

分に活用しようとしないこれらの政策は導入

されないはずである。

　以一ヒの二つの点から，専門職ルートと区別

される管理職ルートは不要だと思われる。で

はどんな能力成長ルートが必要だろうか。

　能力成長ルートをどんなべ一スで考えるか

　これまでの日本企業でのマネジャーの中心

的役割は人のマネジメントにあった。端的に

いうと，それはr叱咤激励」だった。このぼ

あいにはマネジャーには，かれが担当する部

門が行なう業務について深い経験・知識は要

求されない。けれどもこれからのマネジャー

には，前述のように定常業務の管理はもちろ

ん，アイディア創造も求められる。そうであ

れぽ，マネジメントという仕事以外の「一般

業務」での専門性は，専門職だけではなくて

マネジャーにも必要になる。

　したがって能力成長ルートを構想しようと

するぽあい，管理職と専門職という分けかた

ではなくて，マネジメントという仕事以外の

業務タイプ別にルートを作ることが，長期的

観点からの能力育成には必要であろう。これ

からのマネジメントは，このようにして育成

された仕事上の専門性を基礎にして行なわれ

るべきなのである。

　ところでこれまでの人事管理において管理

職ルートと専門職ルートという構想が生まれ

てきた背景には，ルートが，能力育成よりも

処遇の観点から構想されていることがある。

しかしそれは本来転倒であろう。まず能力成

長ルートがあり，それにもとついて社員が活

躍できる体制が構想された後に，かれらの活

躍にどう報いるかという意味での処遇が問題

になるのだと思われる．

　具体的な試案

　具体的にどんな能力成長ルートが必要かを

考えるとき，こんにちの創造重要化時代に

は，創造が一つの能力成長ルートとして必要

ではないかという考えが生まれてくる。けれ

どもアイディア創造はこんにち，どんな仕事

においても求められるゆえに，複線ルートの

なかの一つの成長ルートにはなりえない。

　もっとも，創造には深いシーズを必要と

し，その蓄積には年月を要する。だから定常

業務だけを念頭においたときには能力成長

ルートを要しない仕事でも，創造の観点を入

れるとルートを必要とするというばあいは多

いであろう。下記のいくつかはそうである。

　これまで述べたことを前提に考えた結論だ

けを述べると，必要な能力成長ルートは以下

のようなものであろう。

A．顧客創造職ルート…これは研究開発職

　ルートと営業職ルーFに分けられる。

B．事業担当職ルート…これは企業がいくつ

一一
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　かの事業分野をもつばあい，事業タイプ別

　にいくつかのルートが考えられる。

C．機能業務担当職ルート…これは人事，財

　務経理，物流，情報処理，法務などのルー

　トからなる。

　まず顧客創造職については，「企業は全体

としてどんな仕事をしているのか」という質

問への一つの答えが「それは顧客創造だ」と

いうことである。ここでの顧客創造職とは，

直接に顧客創造にたずさわる人びとである。

　っぎに事業担当職については，事業とは各

種機能業務を統合し「合成」して独自で売上

と利益を生み出す仕事である。各機能業務

は，事業という観点からみると，部分業務と

してとらえられる。

　［後記］

　この小論で言及できなかった部分は，拙稿

「21世紀に向けて人事革新を迫る諸ニーズ」

r産政研』1993Summer（5周年記念号），お

よびそこで引用した4冊の拙著をご参照下さ

い。

　　　　　　【（財）中部産政研　研究員】
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労働の付加価値と

　　労働・生活の変化

自動車総連　産業政策局長

　伊　藤　隆　之

1．考えてみればおかしなこと

　「生産性」は日常よく口にし，また耳にす

る言葉である。曰く，r1人当たり売上高』

r台当たり売上高』rキャリアカーの積載効

率』などであり，これらの管理指標を望まし

い方向へ極大化させることが，部品メーカー

・ 完成車メーカー・販売会社・輸送会社のど

こでも見られる行動原理である。

　しかしながら，これは皮相的あるいはr木

を見て森を見ない』アプローチであり，どれ

だけ造るか，どれだけ売るか，どれだけ運ぶ

かを対象にしているに過ぎない。言うまでも

なく，働く者一人一人にとっては，製造・販

売・輸送の現場で日々の繁忙感・達成感を体

感できることは大切な要素ではあるが，より

根源的なことは，自分の労働がどれ程のr付

加価値』を産み，それが給与アップ・労働時

間短縮に反映されて，自分の生活を豊かでゆ

とりあるものに変えていくことができるかど

うかである。

一
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　したがって，問題にすべきこと，簡潔に言

えば，最終目標とすべき事項はr付加価値』

の創造と配分である。量の拡大が期待できる

環境下にあっては，「薄利多売」であっても

「量が支配する世の中1が付加価値の持つ本

質的な意味を顕在化させずにきたが，量の拡

大が期待できないとなれば，思考・価値観の

大前提をがらっと転換する必要がある．いわ

ゆる『パラダイムチェンジ』である。しかし

ながら，悲しいことに我々自動車産業に身を

置くものは，繊維産業・鉄鋼産業・造船産業

と異なり30年近くも「量が支配する世の中」

に居続けることができたため，今後必要とさ

れる新しい価値概念のr付加価値』なるもの

に慣れていない。

　多少の誤解と非難を恐れずに言えぽ，rも

の造りに専心できた幸せな時代は終わった』

のである。さらには，付加価値の創造のない

ところには労働条件の向上も生活の向上も期

待できないのであり，r初めに付加価値あり

き』という当たり前の原則に立ち返る必要が

ある。さらに，時短進展の流れを踏まえれ



ば，r1人1時間当りの付加価値』という新

しい尺度を労使共通のものとして位置づけて

いく必要があろう。

　なお，今後の国内需要・海外需要そしてそ

の結果としての生産台数がどの程度の水準に

なるかに関して，共通認識が形成されている

わけではないが，海外での完成車生産の拡大

に伴う輸出の漸減を前提とすれば，わが国で

の自動車生産台数が1990年の1，350万台とい

う最高水準を西暦2000年にかけて上回ること

はないという見通しが，幾つかの研究機関・

銀行調査部から最近あいついで発表されてい

る。こうした環境変化が予想されるにもかか

わらず，記録更新の機会再来を期待して現在

の体質・価値基準を保持し続けることは，座

して業界再編・雇用調整という不幸な事態を

待つに等しいという時代認識を持つことが，

今，我々に求められている。

2．付加価値とは何か

　付加価値に関しての経済学的な定義付けは

簡単であるが，わが国の自動車産業の実態を

踏まえての議論は現在のところ余りなされて

いない。したがって，ここでは問題提起型に

今後の議論・検討を深めるための考える視点

を整理してみたい。幸いにして，自動車総連

産業政策局長として，自動車の部品・メー

カー・販売・輸送の各種最新データの分析，

現場での意見交換，さらには他産業との比

較，学識経験者との意見交換，海外との比較

をする機会に恵まれているため，できるだけ

幅広く捕らえてみたいと思う。つい最近，1

週間ドイツに滞在し，ドイツ金属労連IGM

と『日本の自動車産業におけるリーン生産シ

ステムと付加価値』に関する共同プロジェク

トの中間まとめを行い，その合間にドイツ

フォードを視察する機会を得たが，多々考え

させられる点があった。

　ところで，付加価値を考える際に解りやす

いキーワードは，2～3年前にどの職場でも

聞かれた『俺たちはこんなに忙しいし，一生

懸命やっているのに何故，会社は儲からない

んだ』という言葉である。この素直な職場感

覚を前にして，さる著名な経営コンサルタン

トは，いとも簡単に『それは儲からないこと

をやっているか，さもなくば，儲からないシ

ステムになっているかしか他ならない』と結

論づけたが，このやり取りにr付加価値問

題』の本質の全てが包含されている。この両

者の言葉を土台に問題点を大胆に解剖すると

以下のように整理できる。

1）自動車産業全体を視野に入れると付加価

値を産む機会は3回ある。第一にr何を造

るか』，第二に『どう造るか』，第三に『ど

う売るか』の各場面であるが，各場面での

付加価値の創造方法は適切かどうか，同時

に流失しているかどうかの吟味が必要であ

る。身近な例として引き合いに出されるの

が，「製造段階での銭単位の合理化努力が，

販売段階での万単位の値引きで帳消しにさ

れている」ということであるが，これは事

の本質を見誤っている。公正取引委員会が

最近公表した流通実態調査結果によると，

自動車メーカーが販売奨励金としてディー

ラー支払う総額は，売上高の2％程度との

ことであるが（注：メーカーの営業利益率

よりも高いことに注目），その理由を商品
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開発段階にまで遡り広い視野から検討して

見ることが重要である。

2）付加価値には，r付加して産み出す部分』

　とr削り取って産み出す部分』さらには

　r流失を食い止めて確保する部分』がある。

上記の3場面に対応すると考えてもいい。

今日では，『リーン生産方式』の名の下に

世界的に有名になったジャストインタイム

方式は，付加価値を産む上記の3つの場面

のうちrどう造るか』rどう削り取って付

加価値を産み出すか』の部分だけに特化し

たものである。

3）ジャストインタイム方式は，それ自体は

　日本が世界に誇り得る素晴らしいノウハウ

であるが，幾つかの気がつかない前提条件

に支えられているのであり，その前提条件

を維持するために，かなりのコストが必要

　となる。つまり『どう造るか』で懸命に産

　み出した付加価値が，完成車メーカーの生

産ラインの周辺分野で流失しているのであ

　る。

4）幾つかの気がつかない前提条件の重要な

一
つに，需要変動への対応と生産の平準化

は両立し得るという考え方がある。経済活

動は，数学のように定理は通用せず，毎日

が壮大な実験なため，この両立し得るとい

　う考え方の妥当性を早急に結論づけること

　は難しいが，明確な検討課題が2つある。

　第一に，現在の平準化は生産分野に限定し

　たものである以上，販売段階で在庫を持た

　ざるをえない，つまり，生産と需要との

　ギャップ調整を川下の販売段階でせざるを

えないことである。これが自動車産業全体

で捕らえた場合，付加価値にどう影響して

いるのか。生産はディーラーからの確定注

文に基づきしているのであり，在庫ではな

く先行仕入であるという生産サイドの理屈

を再検討してみる必要がある。第二に，生

産の平準化は，部品メーカーおよび輸送会

社まで含めて設備と要員を一定条件のもと

に設定してなされるものであるが，需要変

動に機敏に対応するための追加的コスト

と，対応した結果，手元に残る付加価値を

比較してみる必要がある。このテーマは，

部品メーカーおよび輸送会社にとって切実

なものである。

5）最後に，自動車は『水もの』と言うこと

を肝に銘じる必要がある。商品として当た

れば，長年の累損が一気に解消もするし，

その逆は悲惨という宿命にある。完成車

　メーカーは商品を多数用意することにより

　リスク分散を図れるが，部品メーカーおよ

びディーラーにその選択肢はない。さらに

　は，現実問題として，部品メーカーおよび

　ディーラーが窮状に瀕すれば完成車メー

　カーが何らかの支援をせざるをえないので

　あれば，結果的に，業界から付加価値が流

　出することになる。

3．付加価値の確保にむけて

　わが国の自動車産業は長年の賢明な努力に

より，基幹産業であるばかりか世界に冠たる

地位も築きあげてきた。自動車総連も，82万

人・1，390単組を擁し，自治労に継ぐ第2位

の規模である。

　それ故に，部品メーカーから輸送会社まで
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業界で働く全ての人達が均等に付加価値を享

受できるように，付加価値を創造し，かつ流

出させない新しいシステムを知恵を出し合い

ながら築き上げていく必要がある。このシス

テムを構築して過程で，労働のあり方も生活

のあり方も必然的に変質してくるはずである。

　冒頭の，職場の声と経営コンサルタントの

指摘を昔話として聞きたいものである。

〔筆者紹介〕…伊藤　隆之（いとう　たかゆき）
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1987年9月
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研究員レポート

日本経済の構造変化と

社会資本

　名古屋大学経済学部

教授奥　野　信　宏

不況と構造変化

　不況で，今年度の経済成長率はマイナスを

記録しそうである。今回の不況は，長いだけ

でなく，深刻さという面でも戦後有数のもの

になってきた。在庫循環の下降局面が設備投

資循環の下降局面とぶつかったというのが現

在の不況の循環面の特徴だが，それに加え

て，80年代後半の設備投資ブームや消費ブー

ムがあまりにも熱狂的だったこと，地価や株

価に代表される資産価格の急激な下落が経済

の実体面に深刻な影響を及ぼしていることな

どの理由が時代の特徴として重なって落込み

が激しくなり，冷夏のおまけまでついて長引

いている。

　景気が回復に向かっても，急速な上昇は期

待できそうもない。消費については，不況に

なると出てくる消費の飽和説は置いておくと

しても，家電業界はヒット商品が出せなくて

低迷を続けているわけだし，車も質素な車種

が中心になりそうだ。当面，消費者にとって

買いたいと思う魅力的な商品がないというこ

とは確かである。設備投資は下降局面にあ

り，在庫循環と違ってサイクルが7年から10

年と長いので，革新的な技術が彗星のごとく

現れでもしなければ，数年は本格的な回復は

期待できないだろう。

　こうした事柄は，経済にとって重要ではあ

るが，しかし循環的要囚である。今回の不況

のもう一つの特徴は，トレンドとしての中長

期的な成長率が低下しているのではないかと

いう危惧が支配していることである。戦後の

産業の発展を支えてきた部分で，構造的な変

化が起こっているのではないかということで

ある。

勤労者の意識変革

　そうした構造的変化のなかでも，長期的に

経済発展に影響を及ぼすものとして，勤労者

の労働観や企業との関係についての意識変化

が注目される。昨年の勤労感謝の日に発表さ

れた総理府の勤労者意識調査は，平成4年の

夏に20才以上の成人3，700人を対象に行われ

たものであるが，5年前の調査と比較したと

きの違いは大きい。特に，20才代や30才代の

若い世代の意識変化は驚くほどである。80％
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強の勤労者は現在の仕事に満足しており，愛

社精神もおう盛なのだが，終身雇用や年功序

列などのわが国の伝統的な雇用慣行にたいし

て否定的な見解を持っている者の割合が著し

く増加している。

　転職に賛成する勤労者の割合は約45％であ

り，これは5年前の調査に比べて約3％増加

している。20才代では特に多く72％に達して

いる。若い世代は一つの企業で長く働くこと

を当然だとは感じていないようだ。

　年功序列については，よい制度ではないと

いう答えが前回よりも7．2％増加し，能力重

視への賃金制度の移行が望ましいというもの

が65％に達している。これは前回よりも13％

強の増加である。特に20才代と30才代では7

0％以上の高率である。

意識変化と先進国病

　欧米の先進諸国は，1970年代にはいって，

次々と先進国病にかかった。先進国病という

のは，国民が経済発展によって物質的に恵ま

れた環境におかれ，飢餓の不安もなくなっ

て，次第に勤労意欲を失って行くことをいう。

福祉の充実は人類の悲願である。途上国で

も，経済発展の彼方に福祉国家の実現を夢に

描いている。しかし，欧米の先進諸国では，

福祉が国民の勤労意欲を失わせるということ

が起こった。

　先進国病の典型的な症状はスタグフレー

ションである。これにかかると経済は疲弊す

る。なかでも米国に典型的に見られるよう

に，先進国病にかかった国々では，製造業の

国際競争力が低下した。そうした中で，わが

国は先進国病にもかからず，勤労者の労働意

欲を維持しながら発展してきた。

　欧米先進諸国が次々と先進国病に侵される

なかで，わが国が一人快走を続けた理山の一

つが平等主義と並んで，口本の雇用慣行に

あったことは一般に認識されている。日本の

勤労者は，終身制の安定した雇用と引き換え

に，長時間労働を受け入れてきたし，企業に

縛られた生活も企業との運命共同体としてあ

るいは企業一家として受け入れてきた。しか

しながら，勤労意識調査の結果は，企業の成

長が勤労者の安定した豊かな暮しにつながる

という意識が希薄になってきていて，伝統的

な雇用慣行が崩れつつあるということを示唆

しているのではなかろうか。それは，あなが

ち80年代後半の長い好況で，就労機会に恵ま

れて，勤労者の労働意識がH一くなってきたと

いうことだけでは片付けられないのではなか

ろうか。

生活重視政策と経済活力

　生活者重視が，国際協調と並んで政府の政

策の二本柱になっているが，生活者貢視の政

策は，最近のこうした風潮を背景にしている。

　生活者重視の政策内容を箇条書風に表す

と，消費の拡大，労働時間の短縮，生活循環

としての社会資本の整備などが代表格である。

　生活重視にしろ，国際協調にしろ，それが

大切だということは万人が認めることである。

しかし，響きのよい言葉はえてして額面どう

りには受け取れない。幾分斜に構えた言い方

になるが，消費の拡大というのは，「貯蓄よ

りも消費」ということである。時短は「労働

よりもレジャー」である。そして国際協調

は，内容は多様だが，黒字減らしという観点

からは，「輸出よりも輸入」ということにな

ろう．こう考えてくると，一体これで経済の
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活力が維持できるかどうかが疑問になる。

活力の条件

　これまでの成長至上主義の経済では，労働

時間は長いし自由時間まで企業に束縛される

が，成長しない経済もギスギスしたものにな

るのではないか。春の賃闘で，勤労者が団結

して賃上げをかち取るというのは，成長して

いるから出来ることである。成長しない経済

では，誰かの所得の上昇は他の国民の所得低

下によってのみ可能になる。

　わが国が，これからも付加価値生産性を高

め，成長を続けて行くための条件について，

いろいろ議論されているが，ここでは社会資

本建設の重要性について指摘しておきたい。

　社会資本の整備については，もっぱら生活

環境の整備に関心が集まっているが，生活環

境資本といわれるものについても，それが経

済成長に与えるインパクトにもっと注目して

よいのではないか。戦後のわが国の経済成長

の半分は技術進歩で説明される。それは高度

成長期についても，70年代以降の安定成長期

についてもあてはまるが，技術進歩の中身

は，いわゆる狭い意味での技術進歩と社会資

本整備の効果の両方である。

　米国で，クリントン大統領が政権をとって

から，公共投資の拡大が政権の最重要課題の

一つになっている。実際，労働生産性を高め

るためには，産業基盤であると生活基盤であ

るとを問わず，荒廃した社会資本の整備が緊

急の課題だという研究が出てきている。わが

国の公共投資は，GNPの規模にたいして昭

和50年代前半をピークに低下してきたが，米

国ほどにはひどく落ち込まず，米国からの内

需拡大圧力もあって最近になって増加に転じ

た。

　ここ数年，私は公共投資について関心を

持って研究をしてきている。これまでのわが

国の公共投資は，産業基盤と生活基盤にたい

する配分にしろ，あるいは地域間配分にし

ろ，長期的にみると柔軟に変動している。公

共投資の配分が政治の泥沼のなかにあるのは

事実だが，それらの配分の時間経路を分析す

ると，合理的に行われてきたと評価できるの

ではないかと考えている。

　これまでの公共投資の成果として，わが国

の社会資本ストックは相当な水準に達した。

それだけにこれからのわが国の公共投資が経

済発展に貢献するためには，産業基盤や生活

基盤という大枠ではなく，そのなかの更に細

かい項目について配分が問題になる。そうし

た配分が合理的に行われるために，地方の役

割がますます大きくなるだろう。

　　　　　　【（財）中部産政研　研究員】

28



1・｝k°＝fz

データ

加
1 付加価値とは

〉 モノ造りやサービスといった活動を通じて新しく創り出した価値

【付加価値の生れるプロセス】

部品　〔翻仕入
吻付加価値　　　完成品　・卸売・　〔棚購ズ・肖費・

仕入→

盟 →
鰯素材　〔細　　　　　　　　　　仕入

→
「生産」

　　　仕入
髪 →

資源
　　　　仕入　　　　→鵬

物→1

①

②

　　　　　　　モノづくり一一サービスー一1

【付加価値の内訳】　（日経方式）

　　　　　　　　①売上（納品）価格＝天井
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2　付加価値生産性はどうなっているのか

〉付加価値生産性とは，創り出された付加価値を従業員1人当りで見たもので，

　効率を金額べ一スで較べるモノサシ

クラウン1台でもスターレヅト1台でも1人当りの生産台数で見れば同じ

になってしまうが，売り値も手間も格段にちがう。そこで台数ではなく，

新たに付加された価値をもとに1人当りの効率を比較しようというもの

［〉傾向としては上昇を続けているが，

　バブル崩壊とともに，90年度を境に減少に転じている

一
人当り付加価値額（日経方式・単位：万円）

製造業平均

自動車平均

乗用車

部　品

0 200　　　　　400　　　　　600　　　　　800　　　　1，000　　　　1，200　　　　1，400　　　　1，600

口82年度

口83年度

［］84年度

口85年度

口86年度

閣87年度

■88年度

■89年度

■go年度

■91年度
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［〉なぜ付加価値生産性は下がるのか

リンゴの木に例えれば…

果実：くるま（車種・車型バリエーション）

木：ベンツの内燃機関とダンロップの空気入りタイヤを中心に，様々な機能が付加

土壌：生産システム（フォードのコンベアラインからリーンシステムへ），周辺技術（電

　　　子・新素材等）

天候：市場環境

■上昇　レ技術革新や周辺技術の

　　　　　取り込みにより，木は

　　　　　太さを増し，枝葉も伸

　　　　　びてバランスよく成長。

　　　　レ果実の収穫も増加

新しい商品魅力創出や改良が行

われ，無理・無駄・ムラの排除

によるコストダウンも進展

＼
○一・一

付加価値

■下降　レ技術革新の一巡により

　　　　　木の成育がストップ。

　　　　レ少しでも陽当りの良い

　　　　　方へ無理に枝葉を伸ば

　　　　　￥畿隼蒙額瀦

　　　　　枝も。

　　　　レ必要以上に実をつけ

　　　　　て，熟れ腐りや天候悪

　　　　　化で落下続出。

勢蝿難鎧臓暴苫
重なりコストを押し上げ

久

●，

付加価値
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3　どうすれば付加価値は高まるのか

　方策1　お客様が喜んで金を払ってくれるモノやサービスをつくること。

　　　　　　　　　　　　　　（つまり，売上げ＝天井をいかに高めるか…）

　　①最も大切な役割りを果たす技術革新

■過去200年のコンドラチェフの波と好況・不況の波（景気循環）

紡績

β1 蒸気機関車
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電気

謬
　
製
鉄

麟塵

1、L
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　第1循環
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　　　鉄道建設

　第2循環
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箪
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■2000年に向けて、技術革新が産業経済に与える影響予測
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　　　航空輸送
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②おろそかにできない地味な改良や周辺技術の取込み

　　　　　　　　新技術をお客様の喜ぶ商品にどう育て上げ具体化するか…。

ソアラ関連特許出願状況（昭61） 単位：件

Nα 項　　　　目 制　御 機　構
生　産技　術 うち外

国特許

① 7M－GTEU型エンジン 24 13 3

② 1G－GTEU型エンジン 88 20 18

③ マイコンプリセットステアリング 13 15 4

④ エアサスペション 32 67 36

⑤ ダプルウィッシュポーンサスベンション 12

⑥ 4輪ESC 15 73 17

⑦ イージーアクセスドア 37 14

⑧ 液晶防眩インナーミラー 5 24 26 7

⑨ エレクトロマルチヒジョン 13 1

合　　　計 190 262 26 99

トヨタの特許。実用新案の出願・登録件数

昭和 4
2

4
3

4
4

4
5

4
6

4
7

4
8

4
9

5
0

5
1

5
2

5
3

5
4

5
5

5
6

5
7

5
8

5
9

6
0

6
1

出願（件） 189 255 396 450 613 541 1，151 L480 1，640 2，843 2，532 2，768 3，156 3，928 5，768 5，704 7，574 8，024 7，503 7，42τ

登録（件） 2
1

4
1

5
5

6
6

102 151 196 172 蹴 256 435 559 513 457 508 816 839 1，320 877 1，211

（出所）トヨタ自動車50年史
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方策2　モノ造りやサービスの提供のために，どれだけ安く必要なモノを入手するか

　　　　　　（書器臨講野れば・どれだけ仕入れ＝床を下げられ）

①　お客様に金を払ってもらえないモノやお客様が必要としない無駄なモノは造らないし，

　そうしたサービスもやめて，仕入れを下げる。

　レVE：新製品の設計・開発の過程

　　　　　で無駄を取り除く。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（品種改良）
　レVA：量産開始以後，お客様の評

　　　　　価をもとに無駄を見直す。

　レ車種・車型バリエーションの削減

　　　　　　　　　　　　　　　　（間引き，枝打ち）

②造り方の無理・無駄・ムラを省き，

　仕入れ単価を下げる。　　　　（土壌改良）

／／／／／／／／／

乗用車モデル数と市場シェアの関係

（％）

　100

　90
市
　80場
シ　70

エ　60

ア

　50
　40
　30

　20
　10
　　0

　　10　　20　　30　　40　　50　　60　　70　　80　　90　100

　　　　　　　　　　　　　（モデル数）
（出所）自販連資料等より興銀作成

乗用車モデル数と

　　　　1モデル当り月産台数の変化

　　　　　　　　　　　　　　　（除軽）

1986／7 1991／7 91／86

車名数 106 152 1，4倍

形式数 474 669 1，4倍

類別区分番号数 6，200 12，100 2．0倍

類番数／車名数 5
8

8
0 一

月販台数／車名 1，250 883
一

（出典）自治省「自動車取得税標準課税基準額および税額一覧」

注1：類型別番号＝自動車を特定する最小区分。ボディー、エンジン、

　　変速器、ブレード、主たるオプションを考慮して設定される。

（出所）自動車総連資料
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方策3　価値を生み出す創造的な働き方と，そのための条件整備

人間の力（Power）

様々な能力を引出し，効果的に組合わせる

ことにより，全体として高い成果を実現する

レ新しい技術や事業を生み出す力（創造力）

　　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個人の主体性　経営（Management）
　　　　　　　　　　　　　　　　　レー人一人の積極的参加

　　　　　　　　　　　　　　　　　レ様々な個性・能力との出会い

　　　　　　　　　　　　　　　　　レ能力を存分に発揮

　　　　　　　　　　　　　　てL一人一beN・・，

　　　　　　　　　　　高い付加価値の実現　　　働き甲斐・生き甲斐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成長感・達成感

【労働生産性の国際比較】

　　　　　　　時間当りで見れば，それ程高くない日本の労働生産性

日本 アメリカ ドイツ フランス イギリス

男働時間尋の国賑比厭
　　　　　　　　（製造業生産労働者，1991年）　　（単位時間，日）

比　較　時　点 一
1989 1988 1989 1987 日　本 アメリカ イギリス ドイツ フランス

総実労働時間 2，080 L943 1，902 1，582 1，682国民経済生産性

（時聞当たり生産性）

100

工00

9
5
1
0
9

9
3
1
1
9

9
5
1
1
6

6
8
阿
A

所定内労働時間 1，876 ユ，756 1，739 L499 閥
A

農林水産業 100 212 9
5

153 123 所定外労働時間 204 187 163 8
3

爬
A

鉱業・採石業 100 102 2
7

4
8

125 年間休日等の日数 120 ユ39 147 工57 154

製　　造　　業

（時間当たり生産性）

週休日 8
7

ユ04 104 104 104100

100

80

88

7
7
1
D
3

8
0
1
0
5

5
2
5
8

週休以外の休日 2
1

9 8 1
2

8

電気・ガス・水道業 10G 4
6

4
5

3
5

2
3

年次有給休暇 9 1
9

2
4

2
9

2
6

建　　設　　業 100 68 7
3

6
7

6
2

欠勤日 3 7 1
1

1
2

1
6

商　　　　　業 100 129 107 125 7
1

1日当たり労働時間 8．49 8．60 8．72 τ．61 7．97

運輸・倉庫・通信業 loo 9
3

8
3

ア
5 62 1日当たり所定内労働時間 7．66 7．77 7．98 7．21

阿
A

〔換算レート〕 　
137．96 72．98 21．62 23634 1日当たり所定外労働時間 0．83 0．83 0．75 O．40

閥
A

（備考）1　経済企画庁「国民経済計算」，労働省資料，OECD「NATIONAL

　　ACCOUNTS　1977－89J，　OECD「EMPLOYMENT　OUTLOOK　I991」

　　，OECD　r　LABOUR　FORCE　STATISTICS　1969－89」，米商務省

　　「SURVEY　OF　CURRENT　BUSINESS」により労働省労働経済課試算。

　　2　労働生産性＝国内総生産／就業者数（軍人を除く）

　　　時間当たり生産性＝国内総生産／（就業者数×労働時間）

労働時間等の国際比較

資料出所　EC及び各国資料，労働省賃金時間部労働時間課推計。

　（注）　1）フラソスの所定内，所定外労働時間の内訳は不開。

　　　2）事業所規模は日本は5人以上，アメリカは全規摸，その他は10人以上。

　　3）常用パートタイム労働者を含む。
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（参考）

転換期を迎える日本の自動車産業

　量を効率的にこなす時代から付加価値の創造を求められる時代へ

【従来型不況と今次不況の相違点】

1．自動車需給・企業収益への影響 2．回復局面の特徴

第2次石油 o需給面の影響は軽微。 o国内生産は80年代前半を通じて鋭い回復。

ショック後 080年度の国内生産は、内需減少（▲3．7％） ・内需は，世界不況の中で80年代前半を通じて

（80－82年） を輸出増（＋25，0％）で補い，二桁増を確保 惇滞。

（十11，0％）。 ・回復の牽引力となったのは，VER枠拡大

Oむしろ，その後の摩擦対応が需要に悪影響。 （84年に168⇒185万台に）などに伴う輸出増

O収益面でも，輸出採算の好調を背景に完成車 o内需・輸出ともに手詰まりの状況の中で，北米

メーカーへの影響は限定的。 向け輸出の利益が各社収支を下支え。

円高不況 o需給面の影響は比較的軽微。 o輸出漸減傾向が強まる中で，各社は2つの戦略

（85－86年） ・86年度国内生産は、輸出減（▲3．8％）を内 転換を実施。

需増（3，2％）がカバーしたため，▲1．2％ ①現地生産加速：中下位メーカーも進出を決

と微減にとどまる。 定。

O但し，収支は円高による米国向け輸出採算悪 ②　内需に注力：新モデルの投入＋高付加価値

化により大幅減益。 化。

・86年度の経常利益（完成車11社）は6，458 ⇒国内景気の回復や資産効果，デザイントレンド

億円。 の変化（角→流線型）とも呼応し，87年度以降

（前年比▲2．3％、売上高経常利益率3．5％）。 内需は急拡大。

o収益的にも，内需の質量両面の拡大に牽引され

て，それまでの輸入依存型構造から内需依存型

への転換が進展。

今次不況 o内需への影響が甚大。畠 095～7年頃を目処に内需は回復に向かう公算大。

（91年一） ・91～2年度と2年連続で減少。

o一方で輸入も弱含みで推移したため，国内減 但し，中・長期的には以下要因から90年代後半

産による対応余儀なし⇒稼働率大幅低下。 にかけて日本車需要の潜在成長力は相当鈍化必

o収益も80年代における最低水準まで落ち込み 至。

・90～92年度の3年連続大幅減益。 ・ 内需：若年人口の減少＋都市部保有の頭打ち。

・92年度の経常利益は3．630億円の見込（前年 ・輸出：国際競争力の低下。

比▲39％，経常利益率1．4％）。 摩擦の激化（米国，ECなど）。

O「量的拡大」以外の収益構造改善策に真剣に取

り組む必要。

（出所）日本興業銀行「調査月報」より抜粋

一 36一



、1・4－

● 中部の地域振興

21世紀万博の

実現に向けて

　　　　　愛知県商工部

万博誘致対策室長長谷川　信　義

1．はじめに

　愛知県では，来るべき21世紀に，うるおい

とゆとりのある地域社会を実現していくため

に，社会基盤の整備，国際交流，文化振興な

どに積極的に取り紐んでおります。

　そして，これらの集大成として，当地域か

ら21世紀の指針となるメッセージを世界に向

けて発信することを口的に，21世紀万国博覧

会（仮称）を2005年に開催することをめざし

ています。

　現在，地域の各界が一丸となって誘致推進

組織を整え，万博構想づくり及び国内外にむ

けた積極的な誘致活動を展開するとともに，

開催に必要な交通体系や都市基盤整備など，

関連する地域づくりを総合的に進めていると

ころであります。

馴m2005

この誘致ノノ’t’ルマークは緑の円と

箭…の楕F『か「1支締．と又イヒ」、「世界と

日本」「自然と人Jを表し、双方を結．㌧

栖円かtれtれの交凝ど調和共生を

表境してLます

また赤い楕円の「日不1愛su）」かb

発信し緑の円の「新しL地球創造1を

して．・く姿塾とともに、愛知に万博を

誘致ずる気侍ちか込めbれています

2．万国博覧会とは

　口本で開催された万国博覧会を見ますと，

1970年に大阪で開催された「日本万国博覧

〈誘致推進組織〉

愛知県21世紀万国博覧会

　　誘致推進本部

当本部は、愛知県庁内に設置した

万博誘致推進に向けて対応する

　　ための組織です。

21世紀万国博覧会

　誘致委員会
21世紀万国博覧会
誘致推進協議会

　当協議会は、広く地域の皆さ
まの御慧見をお聞きするととも

に、今後の万博誘致活動を支援

していくためのものです。
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会1を初めとして，1975年の「沖縄国際海洋

博覧会」，1985年の「国際科学技術博覧会」，

そして1990年に大阪で開催された「国際花と

緑の博覧会」と過去4回の博覧会が開催され

ています。

　歴史的には，万国（国際）博覧会は，19世

紀にヨーロッパで始まった国際的な情報交流

の一形態であり，世界各地の産品等を数多く

収集展示することにより，世界に関する多様

な情報を観客に伝えようとする試みであった

といえます。

　世界の国々が，産業や文化の英知を持ち

寄って展示し合う大規模な博覧会である万国

博覧会は，1851年のロンドン万博を皮切り

に，その後ヨーロッパやアメリカで活発に開

かれるようになりました。

　現代の万国博覧会は，国際博覧会条約に基

づいて開催されるもので，この博覧会条約に

は現在，欧米諸国を中心に45か国が加盟して

おり，博覧会国際事務局（BIE）はパリに

設置されております。

　●今後の博覧会

名　　　　称 開催期間 テーマ
予想入場者数
（会場面積）

大田国際博覧会 1993年 発展のための 約1000万人

（特別博覧会） 8月ア日 新しい道への 〔約25ha）

大韓民国 ［1月7日 挑戦

’T㎏〔油晦

daNewR（加
to　Devekぴ

merゴ

ブタヘスト博覧会 1996年 より良き世界 ト500万人一

（特別博覧会） 5月口日 のためのコミ1 1800万人

ハンガリー ヨ0月4日 ニケー／　L／ し約36ha）

Co㎜」「蜘n

for陶Be妓er

WO昌dn

リスボン博覧会 1998年 海洋　未来へ 700万人一

ぐ特別博覧会） 5月一8月 の遺産 920万人

ボルトカル ¶臆〔㈱a （約25ha）

㎞1瞭「α脱
Fu随πe”

ハノーバー博覧会 2000年 人、自然、技術 約3500万人一

（一般博覧会） 6月1日 ’Man－N加」陪 召000万人

ドイツ 一 旧月31日 T働no㎏ゾ （約200ha｝

（社団法入・日本イヘント産業振興協会調へ）

38

3．21世紀万博の目指すもの

　わが国の中心に位置し，多様な自然にも恵

まれた巾部地方は，占くから東西の交通の要

衝として，文化・経済・産業のあらゆる分野

にわたり大きな役割を担ってきた地域です。

　ことに愛知県は，繊細な技術と美意識・文

化のセンスを，戦後のロボット・自動車産業

に生かし発展させた日本の中心であり，21世

紀に向けてより一層の飛躍を図るため，意欲

的な地域づくりに取り組んでいます。

　21阯紀万博構想は，こうした地域づくりが

実を結ぶ2005年の愛知を舞台に，世界の平和

と発展に貢献する21世紀にふさわしい“新し

い万国博覧会”を誘致しようというものです。

4．万博誘致実現に向けて

　1988年10月，木県における211ロニ紀初頭の万

国博覧会開催構想が表明されて以来，誘致推

進のための様々な取り組みがなされてきまし

た。

　1990年2月には，千年以上の歴史を有する

瀬戸焼きで有名な瀬戸市の丘陵地帯を，万博

会場候補地として選定いたしました。

　この会場候補地は，愛知県が進めている

「あいち学術研究開発ゾーンー1の中核に位置

しており，将来的には緑豊かな環境の中で，

住み・働き・憩うといった様々な活動が展開

される複合的な地域整備が計画されておりま

す。

　また，1991年10月には万博開催理念の集約

ともいえるテーマ「技術・文化・交流一新し

い地球創造」，基本理念，開催意義が提言さ

れ，この基本理念やテーマを受けて，1993年

6月には21世紀万国博覧会誘致委員会の諮問



機関である，基本構想策定委員会（委員長木

村尚三郎東大名誉教授）により21世紀万国博

覧会の基本構想の中間報告が発表されました。

〈誘致の動き〉

昭棚3年1〔別　21田記厨桝齪照進について地尾合意

　　1劉B［昧絵（第1｛）Iltil）において、　u　n・政府1）くが、ノ繍蹴

　　　　・）意図を却1

’賊耐胡愛職［｝r勺に剛t紹川曹覧会激｛縫榔」を貢罵
　　　　「211巨紀ノ川”i覧会。触郷備委員会∫匙1世紀川11博覧会。敏

　　　　委員会〔」「成3｛｝川4dS（称）」を誼

　　　　「21μ｝紀ノ川博覧会誘i層対腿1嫉会」設莚

　　1朗B圧総会〔第1〔矯．1〔釧｝において、1体政嘲怯が、猟

　　　　fトの愛加でのノゴ博聞｛1『について支援を要請

　　　　⊥ユ後、fl　2［111t嗣催されるBlE：徳会ことに11d、正幻府ft～こがzズr）

　　　　fl　v），ptxc”L［1での1∫1醐ll㍑ついて芝援を要請

　2言1．Z月　OllfiV地ノtll，1・とLて、万博聞催候補地を瀬，　i市南東部地IKに決定

　　1月　　r2［世紀万国博1鞄会1“　t，s問題懇訳会」を1没置

　：ttl川愛気1劇商L菖1；内に「鵬敏糠制を轟輝
　　E［月　111際フa一ラム「2】世紀の博覧会に期詩する」を開催

　　1（，［！　1，ljlll誠1’lkllijlll1；祭イとと龍長σ）1朧知好待fk～這力渡…’TSIL　！．顧BT］；二rliMr

　　　　第5回21【II紀h［t1博覧会基イ・問題懇訣会にて曇本」甲念、テーマ

　　　　などが提01される
　1言IISJI　ZII1採己ノ∫ill卜亨覧全誘致シンボルマーク決定

　　IH　スヘイン　セビリア届酬イ・館内に、愛気11県PRコー＋一を設

　　　　置L、211：1紀川蜘）1勘燃重11を展開

　　tlll　「2申1記ノ川博覧会基4構想策定委il会」を．kL置

　5fl－lH　II；際シンポジウム「21世紀の万111博覧会をYyえる」を「t［1｛1｛

　　（ill　；；．；：～IIII2［ilb記ノ∫1・1博覧会基付詩想策定委員会で．基備

　　　　1醗報「IIカ1なされる

　　8月　韓1ヒ1た国1Ll際博n木館内に、愛知県PRコーナーを面

　　　　卿紀川導の誘蜘禰1を展開

　この中間報告では，21世紀にふさわし

博として従来の「見せる万博」から「参

る万｛劇「知恵を集める万博」への新し

向性を打ち出し，地球市民が万博の杜

り）に集い，19：界に向かってメッセーシ

信していくような「地球市民交流の杜と

の新しい万博」，自然を生かした「自然

生する新しい万博会場」づくりを目指し

ります。

▲イベントイメージ例 会場地利ゾーンの構成▼

一　高規椙道賂・自動軍導月植路供用i、よび事業化路繰

　　　　高規搭道路・自動車再用道路計画，斉路綿

　　　　高規格道路・自動車専用適路構想路線

　　　　一般道路r現況〕

　　　　一触遡藷1計画1

　　　　鰍路線）・万鰹・脳蹴

　　　　鷺譲線

一
39



　万博誘致には海外での活動が重要になるた

め，BIE（博覧会国際事務局）加盟国を中

心に積極的な働きかけを行うとともに，国内

外で開催される国際会議やイベント等の場を

利用して，愛知の知名度アップに努めており

ます。

　昨年スペインで開催されたセビリア万博

は，日本政府パビリオンの中に愛知のコー

ナーを設けて，万博誘致のPRを行い，ま

た，今年の8月7日から3か月間にわたり大

韓民国で開催されている大田（テジョン）国

際博覧会では，日本政府館内に愛知県PR

コーナーを常設し，愛知県の紹介や21世紀万

博のPRを行っています。

れば条約加盟国の投票により決することにな

ります。

　今後，世界中の国から高い評価をいただけ

る基本構造を策定し，国内外で21世紀万博誘

致・開催に対する理解を深めていただくとと

もに，開催県である愛知を，世界中から好感

の持たれる地域とするよう，地元が一丸と

なって取り組んでいく必要があります。

　来るべき21世紀に，世界の情報発信拠点と

して大きく飛躍しようとする愛知に，いま熱

いまなざしが注がれておりますので，県民の

皆様のより一層のご理解とご支援をお願いい

たします。

〔筆者紹介〕…長谷川信義（はせがわ　のぶよし）

5．おわりに

　国際博覧会条約に基づく博覧会を開催する

ためには，BIEに正式に登録されなければ

なりません。条約では，開催希望の最大9年

前にBIEに対して開催希望通告ができるこ

とになっておりますが，その際，競合国があ

主な経歴

　1942年

　1965年

　1989年

　1990年

愛知県春日井市生まれ

愛知県奉職

愛知県商工部商工金融課主幹

愛知県商工部万博誘致対策室長
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講演要旨1

日本的雇用慣行の

　　　　　　　　現状と将来

　法政大学　社会学部

教授稲　上　　　毅

日本的雇用慣行とその見直しの動き

　口本的雇用慣行の「日本的」にこだわり過

ぎることなく，一般に言われているように，

それを終身雇用，年功賃金，企業内組合とし

て捉えて議論していきたい。

　今，その日本的雇用慣行を変えていこうと

する大きな力が内側からも外側からも働いて

いる。外側の力というのは国際化という力。

内側の力は個人主義化という力。

どちらかというと悪い面が強調されがちのこ

の見直し議論の中で，本来は新しい個人主義

化の動きと旧来の企業中心の社会とのすり合

わせをどのように行って行くのかが重要に

なってくる。また，そうした際に職場秩序，

雇川慣行，賃金はどうしていく必要があるの

かをお話ししたい。

日本的雇用慣行を成り立たせる構造

　このr体的雇用慣行を1つの分かりやすい

モデルで考えると，元来企業は従業員の生活

保障を強く意識していた。その下支えとして

1終身雇川」と「年功賃金」が用いられた。

この慣行の対象者は正規の男性社員のみで，

非正規や女性は含まれない。また，ピラミッ

ド構造を維持し続けることが必要不可欠であ

り，そのため中高年に厳しく，

雇用慣行であった。

若者びいきの

必要となる従業員の能力開発

　このようなシステムを成り立たせるために

必要となったのが「従業員の能力開発」だっ

た。年齢に従ってLがっていく賃金カーブに

対して，その個人の能力が上昇しないとした

ならぽ，賃金と能力の乖離が年齢とともに大

きなものになり，整合性を欠いたものになっ

てしまう。

　そうならないために，企業はあら＠る手を

尽くして従業員の能力開発を行ってきた。

人材格差と横並び平等

　’80年代後半からの調査によく見られるよ

うになった問題が「人材格差」が広がりつつ

あるという問題だ。特にホワイトカラーに表

れている。以前の口本では1横並び平等1主

義の中に潜む物凄い競争構造＝人に遅れたく

ないという強い競争意識の結果として「人材

格差」を小さくする方向にそれがうまく働い

ていたのではないか。

フロー化とストック化

労働力はどんどん流動化していくと大企業
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は見ているようだが，実際には流動化・フ

ロー化するのは20歳台までで，データーから

も40歳台，50歳台のいわゆる中高年は逆に定

着化・ストック化してくる。

　また，全くの「外部」まで流動化するので

はなく，子会社・取引先を含めた形での「準

内部労働市場」というものが形成され，その

範囲での流動化は進むものと考えられる。

　しかし，総じて言えば現業ブルーカラーを

中心として定年年齢まで到達する比率はます

ます高くなるとおもわれる。

60歳代前半の雇用を考える

　出生率の低下による若年労働力の減少と高

齢化とを考え合わせた場合，今後ますます中

高齢者への労働力としての依存の度合いは増

えてくる。

　また事実，その年代の方は非常に元気です。

60歳に到達したからといって一律に老人扱い

はできない。働いていても全然おかしくない。

　さらに日本全体の視点で年金財政のことを

考えた場合，企業の社会的責任という意味も

含めて，この60歳代前半の雇用を真剣に考え

ていきたい。

　その時に「定年自由選択制」のような各人

が自分の体力や気力に応じて定年時期を選択

できる制度や「長期有給教育訓練制度」と

いった長い勤労生活のどこか途中で息抜きが

できる制度を考える必要がある。

　どちらにしても単にコスト計算からだけで

なく，トータルに日本人の働き方を見直すと

いう視点で考えるべき。

変えていいことと変えてはいけないこと

　今までの日本の雇用慣行の中身を吟味し，

その中の変えていいこと・変えてはいけない

ことを整理し，言うなれば，新「コーポレー

ト・コミュニティ」というものを考えると以

下の通りになる。

・「企業忠誠的な人格的コミットメント」こ

　れは変えていくべき。

・「社縁による封鎖的生活社交圏」はだんだ

　んとほぐれてくる。

・「ソトへの無関心・敵対とウチへの結束」

　これは変わってくるし組合の力が十分発揮

　できる所。

・「濃厚だが不透明で年長者が幅を効かす，

　職務とその分担が不透明な職場」この職務

　を明確にすることは，今後ホワイトカラー

　の時短を進める上では不可欠な問題。

＊「小さな株主の発言力プラス生え抜き経営

　者」と「協調的な企業内労使関係・労使コ

　ミュニケーション」という2つはこれは変

　えてはいけないこと。

　株主の発言が経営の基本を侵すことがあっ

てはならない。やはり企業はいい財やサービ

スを提供することに努めるべきで，金を転が

してお金をふくらませることはすべきでない。

また安定した労使関係は言うまでもない。

新「コーポレート・コミュニティ」に向けて

　コーポレー5・コミュニティというのは，

日本の企業が持っている共同体意識のこと。

その共同体意識と個人主義化の動きとをいか

に調整し融和を図っていくかが今後の大きな

課題だ。

　いままでの日本の企業の中で培われた共同

体意識の変革を迫る力は「高齢化」と「個人

主義化」の2つ。言い換えれぽ「柔軟な働き

方」と「労働時間短縮」になる。

　また「公正な格差」を認めていくことも大

切になってくる。その際に「公正」の中身の

吟味は絶対に必要だ。1つにはミニマム基準

を守ること。2つめは機会均等ということ。

3つめは能力比例報酬ということ。この3つ

は最低限守られる必要がある。

　　　　　　　　　　　【文責　事務局】
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講演要旨皿

これからの

労働組合の

　　機能と役割

　大阪大学経済学部

教授猪　木　武　徳

さまざまな組合員の範囲

　一詳で組合員といっても各地域別，国別に

よってその範囲は様々だ。つまりだれが組合

員に成りえて，誰が組合員でないかというこ

と。日本では労働紐合法の2条に規定してあ

るが，口本の組合員である資格というのは，

ヨーロヅパに比べて非常に狭い。またアメリ

カはL体よりもっと狭くなっている。

　一例を挙げれば，口本で職長もしくは組長

と呼ぼれている直接生産部門でフルタイムの

監督職をされている方，この方をアメリカで

はフォアマンと呼んでいるが，このフォアマ

ンというのは経営の最下層に属する職務とし

て賃金も週給から月給に変わり，組合からも

離脱することになる。

　ヨーロッパの方はというと，これはフラン

スの場合だが，カードル・モアイアンという

中級管理職もその中級管理職の組合をもって

いるし，エンジニアもエンジニアの紐合を組

織してかなりトップに近いところの人までそ

の組合のメンバーだ。

いざという時のための労働組合

　組合の組織率が低下している背景として，

組合に対して払うコストの方が，受け取る恩

恵よりも高いという意識が若い人を中心に生

まれてきているが，もともと組合というのは

公共的な性格を持っており，言わば消防署の

ようなもの。平穏無事な時にはその必要性を

感じないが，いざという時には必ず必要にな

る。そういう意味において組合をトータルに

否定するのではなく，今の組合のあり方につ

いての批判と受け取るべき。

古典的な二元対立では捉えられない

　労働運動の起源から考えられる資本家と労

働者，持てるものと持たざるものといった利

害の対立する2つのグループの片方という二

元対立的な組合の捉え方では，若い人と中高

年，女性と男性，正規と非正規というような

特性や組織の中で異なった位置を占める人た

ちの中での利害対立を排除してしまうことに

なり，組合が，今直面している事態が捉えら

れなくなってしまう。
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重要な発言組織として

　働く人々が，仕事なり職場に何らかの不満

を持った時には2つの手段に訴える。1つは

辞める，離職をするということ。もう1つは

組合やその類似の組織を通じて自分たちが不

満に思っている作業環境や労働条件を向上さ

せるということ。そうした発言組織として組

合の存在が重要になってくる。

　従業員にとって，組合のような発言の組織

がないならば，離職という手段を選ぶ人が多

くなり，従業員の技能の劣化がおこるのは間

違いない。当然の帰結として生産性の低下が

起こってくる。

　だからこそ，組合がそもそもは発言の組織

であったことを確認しておく。

企業内交渉に傾く欧米

　一般的には産業別組合による企業横断的な

団体交渉のヨーロッパ型と企業内組合での企

業毎交渉の口本型と言われているが，最近は

ヨーロヅパでもそしてアメリカでも企業内交

渉へとウェイトがシフトしてきている。とい

うのも同じ産業の中でも業績が違ったり同じ

職種であっても産業によって重要性が違って

いたり位置付けが異なっている，つまり同じ

産業，同じ職種といっても一つの網だけでカ

バーできなくなってきたということだ。結局

個別の企業毎に企業内組合的な組織で労使問

題を解決していかざるをえなくなってきた。

国によって異なる労使協議制の内容

　日本生産性本部が熱心に普及を図ってきた

労使協議制だが，その内容，生い立ちは国に

よってさまざまだ。また，労働組合の働きと

この労使協議制がお互いを補完するものなの

か侵食するものなのかは，これからの組合活

動の重要なポイントたりうるとかんがえる。

　イギリスでは労使協議制を労働者が自主的

に作ったという経緯がある。イギリスでは1

つの事業所に複数の組合があって，その全体

の取りまとめをするような組織が必要になっ

て，それで労働者が自発的に作ったケース。

　一方アメリカは逆で，使用者側が労働組合

を骨抜きにするために作ったケース。経営者

側がイニシアティブを取って従業員代表も経

営側が決めるためアメリカの労使脇i詣Uは極

めて評・判が悪い。

　フランスとドイツは法律で決まっている

44

ケース。

　日本の場合は労使交渉なり労働協約によっ

てつくっている。

　このように各国ともその内容や生い立ちが

異なっているため，外国の事例から直接学ぶ

とし・うことは賢明ではない。

まとめとして

　まず第1に組合の役割は公共財的だという

こと。先ほどの消防署にたとえたような点．

　第2は発言の機関であるということ。不満

を埋もれさせてしまうのではなく改善しいい

方向にもっていくように経営老に迫る機関と

して。

　さらに一歩進んで，潜在化している組合員

の不満を堀り起こしていくために，口頃から

何でも言い合える環境作りこういったことが

労働組合の役割としては大切になってくるの

ではないか。

　　　　　　　　　　　【文責　事務局】
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”・ 講演要旨皿

パネルディスカッション

「長期雇用の変質と人事・労務政策，労使関係」

．葺灘攣働響

騨糞購敬　s

頂匂鞭

　　　　．，、讐

パネラー南山大学 藤原教授

　日本の自動車産業の今後の方向を考えるに

際してのキーワードは2つあるように思う。

すなわち，

　①「ポスト・リーン生産システム」と

　　は，いったいどの様なものになるのか。

　②自動車崖業のグローバル化は，他産業

　　と比べてどういう特徴があるのか。

ということである。

　①については，今まで効率的な生産システ

ムを支えてきた人たちの考え方が変化し，職

場白体も変化し始めているのではないかとい

うことから，これまで「知的熟練」あるいは

「考える仕事集団」と讃えられた生産現場の

強さが，変わってきているのではないかとい

うことだ。

　②については，電機や電子産業で起こった

ことがそのまま自動車でもおこるのかどうか。

すなわち，将来NIES諸国に日本の自動車

市場が席巻されることはないのか，というこ

とだ。

　」二記の2つの問題への対応策として，日本

の自動車産業は，かつての黄金時代に確立し

た制度や慣行をこれからも堅持していくの

か，それともリーディング産業として種々の

制度や慣行に積極的な変化を求めていくの

か，このどちらの道を選ぶのだろうか。

パネラー　トヨタ自動車　高橋人事部長

　日本的雇用慣行を考える上での基本は「長

期雇用」だ。それを柱として，年功序列や企

業別組合，また日経連のいう「長期的視野に

立った経営」やr人間尊重の経営」が組み上

げられてきた。だからこそ，日本では労使が

ともに雇用を維持することに多大な努力を

払ってきた訳だ。
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　もちろん，企業はこの「長期雇用」を単純

な仕組みで運用してきたわけではなく，いろ

いろな要素を取り入れながら運用してきた。

しかし，企業を取り巻く種々の状況の変化，

とりわけ，今後予想される高齢化による労務

費負担の増加や若年労働力の減少，労働時間

短縮への大きな流れなどによって，雇用を守

るための余裕しろが縮少する中で，従来型の

長期雇用の継続は難しくなってきている。

　労働市場の流動化論議も盛んに行われてい

るが，実際に流動化しうる対象は決して多く

はない。やはり企業としては長期雇用を中心

に据えて長期雇用のメリットの部分を活かし

ていくことを考えていく必要がある。

　こうした考え方に立って，これまで，様々

な方策を立ててきた。具体的には，

　①　　「組織のフラヅF化」により組織のワ

　　クを取り除き，更に職位と身分の分離を

　　図ると同時に給与の中の職能給のウェイ

　　トを高めた。

　②　個人の選択の幅を広げるということ

　　で，「社内公募制度」「チャレンジロー

　　テーション制度」「フレックスタイム」

　　「裁量労働制度」を導入した。

　③多様な労働力の活用という面から，

　　「女子現業職場の拡大」「中途採用の活

　　用」「外国人の正規従業員採用」「定年後

　　の再雇用制度」「正規従業員以外の方の

　　働き方の見直し」を進めてきた。

　④その他，分社化や別会社化，出向・転

　　籍など，一連の施策を展開してきた。

　従来の長期雇用が，一つの企業内でのク

ローズドなシステムとして運営されてきたと

いう面を変えながら，なおかつ，基幹・根幹

となる部分については，これを維持して行こ

うというわけです。

パネラー　自動車総連　得本会長

　長期雇用を考える上での，大局的な視点を

お話したい。

　1つ目は，このままの形で円高がずっと続

いた場合，日本の自動車産業なり製造業が，

存続できるのだろうかという点。日本にはも

う製造業はいらないということになってし

まったら，もう長期雇用どころではなくて，

大幅雇用調整，大量失業という事態になりか

ねない。

　そうならないためにも，日本全体の産業構

造の見直しが必要になってくる。そのために

は，まず規制の緩和を押し進め，現在数多く

の規制で守れている産業や，規制によりコス

ト負担を強いられている産業の生産性を一層

上げる。そうしなければ，ますます円高が進

み海外生産へのシフトが強まり，国内産業空

洞化が起こる。また，そうした過程の中で

余った労働力は，スムーズに他の産業に移動

させ，将来の労働力不足にも備えるe言うな

らば産業間の労働力の流動化をどう図ってい

くのかということだ。

　国内の雇用問題を考える場合，産業・企業

の視点だけではなく，もっとマクロの視点が

大事になる。

　2つ目は，「競争のあり方の見直し」だ。す

なわち，自動車産業のみならず口本の産業全

体が行ってきた「横並び競争，シェア重視1

から，どのようにして脱却するかということ

だ。その時に重要になるのが「人」であり，

それも創造的な仕事をする人だ。そういう人

をどの様にして育てていくのか，また，その

創造的な人を，どのように評価していくのか
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が大切になってくる。労働組合としても，そ

ういうマクロの視点に立って，今までの仕組

みをどう変えていくべきなのかを考える必要

がある。

　また，企業レベルの労働組合の役割は，

もっと個々人が仕事に喜びを感じられるよう

にすることだ。産業別労働組合は，企業間の

過剰な競争にどう歯1」二めをかけていくのか

が，これからの大きな仕事の一つとなるだろ

う。

パネラー　法政大学　下川教授

　　「ポスト・リーン生産システム」について

考える際のまず前提条件として，日本の自動

車市場も買い替え需要中心の先進国型の市場

に変わっていくだろうということがある。す

なわち，現在の国内生産能力はおよそ1，450

万台～1，500万台のレベル。今後の需要は

1，250万台程度で推移すると考えるべきだろ

う。

　そうした厳しい前提に立って，従来の日本

のシステムで優位な点，つまり車種やバリ

エーションの設計変更に対する適応能力，フ

レキシビリティーを堅持していくこと。併せ

て，現有の生産能力を有効に使うことによ

り，少々の需要の増減に対しても十分な適応

能力を持った生産システムを構築することが

必要となろう。その需要増減への対応に際し

ては，職場間異動や応受援，更には企業の枠

を越えた形での調整も必要となろう。

　とくに，労働集約的で自動化がしにくい組

立てラインをどこまで人間化されたラインに

し，しかも生産量の変動にも対応できるフレ

キシビリティーを高めるかが重要な課題にな

る。対応を進めるにあたっては，無節操な自

動化は慎むべきで，むしろ今まで培って来た

現場の高い技能を生かしつつ，多能工から知

能工的な部分を増やしていくという方向だろ

うと思う。

　グローバリゼーションに伴う空洞化対策に

ついて，例えぽ電機や電子産業においても，

製造工程における要素技術など非常に重要な

技術分野を育てるための母体工場はしっかり

と残している。そうした技術の主体性は残さ

なくてはいけないが，工程別分業のような形

での海外進出はこれから多くなるだろう。

　日本の比較優位性の問題について，確かに

円高により日本車の価格競争力はなくなって

きているが，まだ口本の自動車の生産性が落

ちてきているとは思われないし，本当の意味

での製造品質も落ちてはいない。そういった

点で，自動車産業の潜在的なポテンシャルと

しての優位性はまだあると考える。

　本来の意味でのグローバリゼーションとい

うのは，単に海外へ生産を移すというだけで

なく，海外に技術を移転し，海外で現地と一

緒になって事業を興すということだ。これか

らは，それぞれの企業の持っている優れた技

術を，国際的規模でお互いに移転・補完し合

いながら，世界の自動車産業の発展に一定の

役割を果たしていくことが，日本の自動車産

業にとって一層大切になるだろう。

　　　　　　　　　　　【文責　事務局】
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一 産政研だより一

（’93年5月1日～10月末までの主な活動）

5月6日　☆第5期調査研究テーマ　第1回審議会の開催

　　　　　　　長期雇用の変質と人事・労務政策のゆくえについて議論。

5月14日　☆第5期第1回定例研究会の開催
　　　　　　　第5期研究テーマを基本に“日本的雇用慣行の現状と将来”と題し，法政大

　　　　　　学稲上毅教授の講演を実施。参加人員48名。

6月2日　☆第5期調査研究テーマ　第2回事務局会議の開催

　　　　　　　　「長期雇用の変質と人事・労務政策，労使関係のゆくえ」の調査・企画につ

　　　　　　いて検討。

6月3日　☆第4期調査研究テーマ「若年技能員の職場定着過程に関する実証的研究」

　　　　　結果をマスコミに発表

6月12日

6月16日

6月21日

6月25日

～30日

7月1日

～ 3日

7月2日

7月1日

～8月末

7月4日

☆産政塾　第5回パートIrTMCフォーラムを聞く会」の開催

☆第5期第2回定例研究会の開催
　　　“これからの労働組合の機能と役割”と題し，大阪大学猪木武徳教授の講演

　　を実施。参加人員52名。

☆第5期調査研究テーマ　第3回事務局会議の開催

　　　企業調査質問項目について検討。

☆高齢化と賃金・役職など処遇に関する調査

　　　個別企業ヒアリング。

☆イギリス，ジム・コンウェイ記念財団のジム・マックウィリアム氏の受

　け入れ
　　　7月2日愛知労済豊田会館内に於いて「イギリス進出日本企業における労使

　　関係・雇用管理」について，講演を実施。

☆第11回理事会・評議員会の開催

　　　第6期（平成5年9月1日から平成6年8月31日まで）事業計画と予算

　　（案）等の各案件が審議され承認された。

☆第5期調査研究「日本的雇用制度・慣行の変化に関する調査」企業調査の

　実施
　　　第1回　自動車産業企業106社対象。

　　　第2回　」二記を除く連合愛知傘下の企業135社対象。

☆産政塾　第5回パート皿「画家・エッセイスト堀尾一郎氏を囲んで」の開催
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7月26日　☆「若年層の就業意識と定着」講演会の開催

　　　　　　　講師に日本女子大学岩木秀夫助教授をお招きして，第4期研究テーマ「若年

　　　　　　技能員の職場定着過程に関する実証的研究」を中心にした講演会を実施。

8月2日　☆第5期調査研究テーマ　第4回事務局会議

　　　　　　　企業調査第1次集約結果についてと，従業員意識調査項目について検討。

8月5日　☆第5期調査研究テーマ　第2回審議会

　　　　　　　企業調査集約結果の報告とその内容について議論。

8月17日　☆第5期調査研究テーマ　ヒアリンゲ調査

～ 9月1日　　　（製造10社，販売1社，合計11社）

8月23日　☆財団設立5周年記念行事

9月1口

～30口

9月9日

9月15日

9月22口

10月6日

10月7口

第1部「基調講演と

パネルディスカヅション」

　　　　　参加人員92名。

第2部「レセプション」

　　　　　参加人員60名。

O
藝

☆第5期調査研究「日本的雇用制度・慣行の変化に関する調査」従業員意識

　調査の実施

　　　（自動車産業に従事する従業員3，000名対象。）

☆高齢化と賃金・役職等処遇に関する調査結果の審議

☆第4期産政塾の閉塾式

☆ドイツ　トリエル大学パオル・ビンドルフ教授の受け入れ

　　　労使関係を中心に日独比較及び意見交換。

☆第6回3研究所合同シンポジウムの開催

　　　産研センター主管のもと関西産研とともに協賛。

　　　中部産政研からは23名が参加。

☆第5期調査研究テーマ　第5回事務局会議

　　　企業調査第2次集約結果とヒヤリング調査結果について議論。
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10月21日

10月25日

10月29日

　～30日

☆第12回理事会・評議員会の開催

　　　第5期事業報告，決算報告など案件が審議され承認された。

☆講演会の開催

　　　「自動車部品業界における経営戦略課題」と題し，㈱日立製作所ビジネスシ

　　ステム開発センター水谷世希氏を講師にお招きして講演会を実施。

☆季刊誌「産政研」Nα20　AUTUMNの発行

　　　「付加価値」を基調にし，中部の産業・地域振興では“愛知21世紀万博”を

　　取り上げ秋号を発行。

☆第5回調査研究テーマ　第6回事務局会議

　　　企業調査，ビアリソグ調査，従業員意識調査を踏まえて想定されるシナリオ

　　を議論。

（産政研5周年記念「資料室」の紹介）

　このたび中部産政研では，財団設立5周年を記念してオフィスの改装と併せて資料室の設置

を行いました。

　ご承知の通り，若年労働力の暫減傾向や時間短縮さらには国内自動車産業の成熟化など，人・

時間・成長といった基礎的条件の中長期的変化によって，産業・雇用構造も大きく転換しつつ

あると言われております。そして，こうした新しい状況を織り込んだ調査や研究成果を賛助会

員労使にタイムリーに提供していくことは当財団の大きな責任の一つであると考えております。

　これまでも，その時々の重要課題に即して研究テーマを設定し，テーマ毎に必要資料及び情

報を入手し蓄積してきましたが，一方でそれがかなりの量に達したこと，他方テーマ毎に管理

されていたために，新テーマの企画や賛助会員からの問い合わせに対しても，対応が今一つ不

十分であっ『たことから，5周年を機に資料・情報全体の体系化を図ることにしました。

　体系化にあたっては，マクロの視点から，経済・産業環境や政府・行政の施策が雇用環境に

及ぼす影響を的確にモニターするとともに，ミクロの視点から，産業・企業経営や労働組合運

動の実態をフォローすることにより，変化の方向を大局的に把握できる情報体系を目指しまし

た。また，かつて日本が経験したことのないこうした新しい状況に対応するためにも，欧米や

NIESにおける新たな試みや先例等の海外情報も含め，分析領域の拡大を図り，将来の例えば

10周年の節目も意識しながら，実務に密着したユニークな資料室づくりを進めて行きたいと考

えています。

　今回の資料室は，こうした長期計画の第1ステヅプとして，①基礎資料の充実と事業計画に

直接関わる重点資料・情報の整備と②書架などのハード面の整備を中心に進めてきました。併

せて，資料の管理基準についても検索・利用のしやすさを基本に見直しました。

　また，今回の資料室整備に際しまして，賛助会員各位より多大なご支援をいただきましたこ

とを紙面を借りて厚く御礼申し上げます。
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　資料室の概要

［〉重点整備した分野

　（1）経済環境，雇用・労働環境

（2）人事・労務

（3）労働組合，労使関係

（4）国際比較

経済・労働政策，人口，労働力，雇用・就業構造

産業・企業の動向

主要企業の人事労務政策・制度

働き方，就業意識

単組・労連・産別・連合の取り組み状況

労使関係

経済，雇用・労働関係の国際比較

各国労働事情

先進主要企業の人事・労務政策及び労働組合運動

［〉分類の基準

　JIL（日本労働研究機構）の十進分類に従い分類してあります。将来的にはパソコンにデータ

ベースとして保管し，外部からもアクセスできるようにする計画です。

［〉その他

・一層良質かつ有用な資料・図書を集めるために，今回より年度テーマ関連資料については，

　当財団研究員の協力を得ながら収集を図ることにした。

・ 広く外部の研究成果や関連情報をタイムリーに入手するために，「リクルート調査月報」と

　「労政時報」を整備し，労政時報に関しては過去3年間まで遡り閲覧可能とした。

　また政府関係資料についても，従来以上に，東京の伊藤英成事務所，直嶋事務所と連携し充

　実して行きたい。

［〉利用案内

・ 次回の季刊誌産政研で蔵書リストを紹介。以後，新着図書の案内と注目すべき研究報告書，

　図書の紹介を行っていきたい。

・資料の閲覧，貸出は，当面，個別に産政研事務所にて対応する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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編集後記

　本号の基調を“付加価値”とした。

　今，日本経済はパブルが崩壊し，まだ出口の見えないまま31ヵ月もの長期不況が続き，二番

底の様相すら見せている。

　38年ぶりに自民党政権が崩壊し，連立政権が誕生した。その政権に期待されるのは従来の発

想を転換した景気対策である。本来円高は悪いことではないなど悠長なことをいっている間

に，日本の基幹産業といわれる自動車，電機は壊滅的な打撃を受け，空洞化すら懸念される状

況にある。そこへ冷夏が重なった。政府は今こそ，思い切った円高差益の還元，規制緩和，大

幅な所得税減税，個人消費を喚起するために，具体的かつ速効性のある政策の実行に踏み切る

べきである。

　一方，産業・企業は，雇用確保を前提としながら，リストラ・グローバル化を進めていくた

めに，産業構造も含めた高付加価値化を推進していく必要がある。広辞林によると「付加価値

とは企業が労働者の生産活動などによって作り出した価値で売上高から原料費，設備費などを

差し引いたもの，利潤や賃金・利子などはこの中に入る」と書いてある。そこで付加価値生産

性が問題になる。つまり，労働者一人が，一定期間に生み出した付加価値額のことである。

　先月28日，日本生産性本部が興味深い「1991年の労働生産性の国際比較」をレポートにまと

めて発表した。

　産業別では労働者一人が年間にどれだけ実質的に付加価値を生んだかを示す「実質付加価値

労働生産性」を90年時点で比較してみると，特に農林水産業，商業，運輸・倉庫・通信業の労

働生産性が低い。アメリカは農林水産業では日本の2．5倍，商業では1．6倍になっている。

　我々日本は経済大国で，国民一人当りの国内総生産や国民経済生産性は世界一高いいわば

「付加価値立国」と思っていたが，データで見

た限り日本の生産性はそれほど高くない。この

レポートは「生産性向上には規制緩和が必要」

と分析している。日本の場合は円高によって輸

出産業がダメになったら，残るのは世界的にみ

ても極めて生産性が低い，規則によって守られ

て来た産業ばかりである。こうしてみると，こ

のレポートの指摘しているように，規制緩和に

よって内外価格差の是正を進め，実質的な所得

水準を高めていくことの必要性を改めて実感す

る。何やらこのあたりにも，将来の対応の方向

を示唆する一つのポイントがありそうな気がす

る。

1991年の各国労働生産性水準比較

国民1人当りGDP

国民経済生産性

農林水産業

鉱業・採石業

製造業

電気・ガス・水道業

建設業

商　業

運輸・倉庫・通信業

金融・保険・不動産
ビジネスサービス
公共的・社会的
個人サービス

（人・年ベース，
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